
福祉保健生活環境委員会会議記録

福祉保健生活環境委員長 古手川 正治

１ 日 時

平成２７年７月３１日（金） 午前１０時０３分から

午後 ３時０５分まで

２ 場 所

第５委員会室

３ 出席した委員の氏名

古手川正治、河野成司、田中利明、三浦正臣、玉田輝義、平岩純子、荒金信生

４ 欠席した委員の氏名

井上明夫

５ 出席した委員外議員の氏名

木付親次、堤栄三

６ 出席した執行部関係の職・氏名

生活環境部長 諏訪義治、福祉保健部長 草野俊介 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第６６号議案のうち本委員会関係部分及び第７５号議案から第７７号議案までにつ

いては、可決すべきものといずれも全会一致をもって決定した。

請願２及び請願３については、採択すべきものといずれも賛成多数をもって決定し

た。

（２）県内所管事務調査のまとめとして、執行部から説明を受けた。

（３）大分県長期総合計画について、安心・活力・発展プラン２００５の進捗状況（見込

み）について及び第３次大分県環境基本計画の策定についてなど、執行部から報告を

受けた。

（４）閉会中の継続調査について、所定の手続をとることとした。

（５）新長期総合計画に係る委員会について、９月４日（金）午後１時３０分から開催す

ることを決定した。

（６）今後の委員会活動について協議した。

（７）県外所管事務調査の行程を決定した。



９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 課長補佐 工藤ひとみ

政策調査課政策法務班 副主幹 阿孫 正明



福祉保健生活環境委員会次第

日時：平成２７年７月３１日（金）１０：００～

場所：第５委員会室

１ 開 会

２ 生活環境部関係 １０：００～１２：００

（１）付託案件の審査

第 ６６号議案 平成２７年度大分県一般会計補正予算（第１号）

（本委員会関係部分）

第 ７７号議案 食品衛生法に基づく公衆衛生上講ずべき措置の基準及び営業施設

の基準を定める条例の一部改正について

請 願 ２ 「平和安全法案」の撤回を求める意見書の提出について

請 願 ３ 平和安全法制整備法案と国際平和支援法案は慎重に審議し廃案を

求める意見書の提出について

（２）県内所管事務調査のまとめ

①防災士の活躍のための取組について

（３）諸般の報告

①大分県長期総合計画について

②安心・活力・発展プラン２００５の進捗状況（見込み）について

③第３次大分県環境基本計画の策定について

④第４次おおいた男女共同参画プランの策定について

⑤第三次大分県消費者基本計画の策定について

⑥広域防災拠点基本計画の策定について

⑦大分県原子力災害対策実施要領の見直しについて

⑧防災ヘリコプターの更新について

（４）その他

３ 福祉保健部関係 １３：００～１５：００

（１）付託案件の審査

第 ６６号議案 平成２７年度大分県一般会計補正予算（第１号）

（本委員会関係部分）

第 ７５号議案 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正について

第 ７６号議案 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正について



（２）県内所管事務調査のまとめ

①情緒障害児短期治療施設の現状と課題について

（３）諸般の報告

①大分県長期総合計画について

②障がい者への差別の解消に向けた条例制定の進捗状況について

③公の施設にかかる指定管理者の指定について

④地域医療構想の策定について

（４）その他

４ 協議事項 １５：００～１５：１０

（１）閉会中の継続調査について

（２）新長期総合計画に係る委員会の開催について

（３）今後の委員会活動について

（４）県外所管事務調査について

（５）その他

５ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

古手川委員長 ただいまから、福祉保健生活環境委員会を開催します。

本日は、都合により井上明夫委員が欠席しております。

また、本日は委員外議員として木付親次議員、堤栄三議員が出席していただいておりま

す。

ここで、委員外議員の発言について、委員の皆さんにお諮りさせていただきたいと思い

ます。

委員外議員からの発言の申し出については、会議規則により、委員会がそれを許すか否

かを決めると定められております。

本委員会の円滑な運営のため、委員から個別にご異議が出た場合を除き、発言を許すか

否かについて、今後は委員長にご一任いただきたいと存じますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

古手川委員長 ありがとうございます。ご異議がないので、委員外議員の発言を許すか否

かについては、私に一任いただきます。

委員外議員の皆様にお願いいたします。

発言を希望する場合は、委員の質疑、討論終了後、挙手の上、私から指名を受けた後に、

発言いただきたいと思います。よろしくお願いします。

なお、進行状況を勘案しながら進めてますので、委員外議員の皆様には、あらかじめそ

このところをご了承いただきたいと思います。

なお、審査の都合上、予算特別委員会の分科会もあわせて行いますので、この件もご了

承いただきたいと思います。

本日審査いただく案件は、今回付託を受けました議案４件、請願２件であります。

この際、案件全部を一括議題とし、これより生活環境部関係の審査に入ります。

まず、第６６号議案平成２７年度大分県一般会計補正予算（第１号）のうち、生活環境

部関係部分について、執行部の説明を求めます。

諏訪生活環境部長 それでは、第６６号議案平成２７年度大分県一般会計補正予算（第１

号）のうち、生活環境部関係についてご説明します。

お手元にございます平成２７年度生活環境部予算概要、これにより説明を行いたいと思

います。

１ページをお開きください。

平成２７年度生活環境部補正予算（一般会計）の概要ということで、Ⅰ予算のポイント

に、４点について重点的に取り組む施策を掲げております。

１点目は、恵まれた環境の未来への継承～ごみゼロおおいた作戦の推進～でございます。

本県の豊かな自然環境を次世代に継承するため、（１）に掲載しておりますように、開発

事業者の自主的な環境配慮を促すために、環境情報の一元的集約システムを整備いたしま

す。

また、地熱開発地域でのモニタリング調査を新たに実施することによりまして、温泉資
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源の保全と有効利用の両立を推進してまいります。

２つ目は、人権を尊重し共に支える社会づくりの推進でございます。

少子高齢化により労働力人口が減少する中、女性の活躍推進は大変重要な課題となって

おります。そこで、（１）にありますように管理職を目指す女性を対象としたセミナーの

開催や、企業における女性登用促進のために経済５団体と連携をしまして女性が輝くおお

いた推進会議を立ち上げ、経営者の意識改革を促すなど女性の活躍推進を図ってまいりま

す。

３点目は、危機管理の強化でございます。

大分県広域防災拠点基本計画に基づき、広域防災拠点である大分スポーツ公園に、必要

となる設備や防災行政無線の整備を――今年度は設計委託でございますが、行います。ま

た、地域においても、防災士を活用し、災害避難カードや防災マップを作成するなど、住

民の迅速かつ適切な避難行動の定着を図ってまいります。

４点目は、多様な県民活動の推進でございます。

ＮＰＯは今後の地域課題解決の担い手として、これまで以上に活躍が期待されておりま

す。このため、ＮＰＯ、企業、行政などが協働して、継続的に地域の課題に取り組むモデ

ルづくりを図ってまいります。

２ページをごらんください。

生活環境部の主要な事業を平成２７年度県政推進指針の体系で示しております。

事業名の前に「特」とありますのは、おおいた地方創生枠事業でございますが、当部で

は、体系図にありますように７事業について計上しています。

次に３ページをお願いいたします。

今回お願いしております生活環境部の７月補正予算額は、表の左から２列目、予算額

（Ａ）欄の上から２番目、１億２，１０２万４千円で、これにその上の欄の既決予算額９

８億９，０５７万２千円を加えた総額は、計欄にありますとおり１００億１，１５９万６

千円でございます。

これを同じ行の右から３列目の２６年度当初予算額（Ｂ）欄にあります９３億１，５０

７万１千円と比較しますと、額にして６億９，６５２万５千円の増、率にして７．５％の

増となります。

予算が増額となった主な要因は、防災・減災対策関連予算の増によるものでございます。

また、下の表にございますように、県予算額に占める生活環境部予算額の構成比でござ

いますが、２７年度当初予算額に今回お願いしております７月補正額を加えた、下段の２

７年度７月現計予算額で見ますと、左から３列目の計（％）欄にありますように１．６％

となっております。

以下、個別の事業につきましては、予算特別委員会でご説明いたしました事業と重複い

たしますので、内容の説明は省略させていただきますが、該当するページ、箇所を申し上

げまして、説明にかえさせていただきたいと思います。

まず、１７ページの自然環境保全・温泉資源適正利用推進事業費、７月補正額２，８３

８万３千円でございますが、事業概要欄に書いている、これが全ての内容になっておりま

す。

続きまして、２４ページをお願いいたします。
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２４ページの事業名欄の１番上、ごみゼロおおいた作戦推進事業費、７月補正額１４０

万円でございます。右側の事業概要欄の二重丸の１番上の中の一部でございます。

続きまして、３０ページをお願いいたします。

３０ページの上から４番目の地域を担うＮＰＯ協働モデル創出事業費、７月補正額８３

４万６千円でございます。右側の事業概要の欄では、二重丸の１番上が主な内容になって

おります。

次に、３３ページをお願いいたします。

３３ページ、事業名欄の上から２つ目、女性の就労総合支援事業費、７月補正額４３８

万２千円。右側の事業概要では、二重丸、上から２つ目の働く女性のための環境整備のと

ころと、ずっと下に行きまして、下から４つ目と下から３つ目、女性が輝くおおいた推進

会議、それからおおいた女性リーダーセミナー、この辺が今回の補正の内容になっており

ます。

続きまして、３９ページをお願いいたします。

事業名欄の上から２番目、青少年自立支援対策推進事業費、補正額３２１万５千円でご

ざいます。事業概要の二重丸、上から２つ目と３つ目、青少年自立支援センター運営費委

託料、おおいた青少年総合相談所。ここのところでございます。

それから、次に５２ページをお願いいたします。

５２ページ、事業名欄上から２つ目のおおいたの食育推進事業費、７月補正額５３４万

４千円。事業概要の欄では、１番上の二重丸、ロングテーブル委託料。１つ飛ばしまして、

３つ目の大分の食育普及啓発事業に要する経費。この辺が内容でございます。

それから、５５ページの事業名欄の上から２つ目、食肉検査体制高度化事業費、補正額

全てでありますが１，３９８万５千円。

それから、７６ページをお願いいたします。

７６ページの事業名欄の上から２つ目、広域防災拠点設備等整備事業費５，３７０万３

千円。右側の事業概要欄のところで、上から３つ目の二重丸、備品整備費のポツの１つ目、

非常用発電設備が当初予算でありまして、それ以外が今回の補正ということでございます。

それから、最後に７８ページをお願いいたします。

７８ページの事業名欄の上から２つ目、防災行動力育成事業費、７月補正額２２６万６

千円。事業概要の欄では、主に上から２つ目の二重丸、災害避難カード開発研究委託料の

ところでございます。

以上でございます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。委員の皆さん、質疑があればお願いいたします。

平岩委員 おはようございます。３９ページの青少年自立支援対策推進事業費なんですけ

れど、私の頭の中でどうしてもこの青少年の支援というのが福祉と重なっていて、福祉に

私の気持ちの中で重点を置いてしまっている部分があるんですけれど、改めて生活環境部

でなさっているんだと思いました。青少年自立支援センターにも伺わせていただいて、以

前よりも少し広くなって、いろんな方が来ているんだということもわかりました。でも、

もっともっと支援していくためには、もうちょっとキャパが広いとありがたいだろうなと

思いながら、いろんな３つのセットが連絡し合えるというのはいいなと思いました。
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この青少年総合相談所運営委託料の中の運営方法の中で、「青少年・子ども支援に実績

のある社会福祉法人等に委託」とあるんですけれど、これが具体的にどこなのかというの

をもし差し支えなければ教えていただきたいと思います。

徳野青少年・私学振興課長 中津市にあります社会福祉法人清浄園というところに委託を

しておりまして、おおいた青少年総合相談所の所長が実は県のＯＢですので、二豊学園に

おられた方を所長、コーディネーターとしてお願いをしております。

平岩委員 ありがとうございました。清浄園だろうなと思いながら聞いていたんですけれ

ど、ちょっといろんな部分で、清浄園に委託するものが多いなと思うんですよね。ノウハ

ウがあるところだからそうなっていくんだろうなと思うんですけれど、少しバランスの面

からも考えて、ほかのところも力をつけていかなきゃいけないなという思いをしています。

またこれは福祉の部分とも絡んできますけれど、ちょっとこのところ一、二カ月そういう

思いで見ていましたので、また連絡をしたいと思います。

以上です。

古手川委員長 はい、よろしいですか。ほかはございますか。

〔「なし」と言う者あり〕

古手川委員長 それでは、ほかにご質疑等もないようので、これで質疑を終わります。

なお、採決は福祉保健部の審査の際に一括して行います。

次に、第７７号議案食品衛生法に基づく公衆衛生上講ずべき措置の基準及び営業施設の

基準を定める条例の一部改正について、執行部の説明を求めます。

佐伯食品安全・衛生課長 続きまして、議案書の４１ページ、第７７号議案食品衛生法に

基づく公衆衛生上講ずべき措置の基準及び営業施設の基準を定める条例の一部改正につい

てご説明いたします。

お手元の福祉保健生活環境委員会資料の１ページをお開き願います。

本条例につきましては、食品衛生法に基づき、食品事業者に対し、営業施設の清潔保持

などの衛生上講ずべき基準を定めており、その中で特定原材料の混入防止について規定し

ています。ここで言う特定原材料とは、いわゆるアレルギー物質のことです。

２改正の理由・目的をごらんください。

これまで特定原材料を定義していました食品衛生法第１９条第１項の規定に基づく表示

の基準に関する内閣府令が廃止され、食品表示基準が制定されたため、内閣府令を引用し

ていた箇所について、規定を整備するものです。

３改正の内容をごらんください。

条例内で特定原材料の定義として内閣府令を引用していました箇所を、右の改正案のと

おり食品表示基準に改めるものです。

以上が今回上程しております条例の一部改正ですが、施行日は公布日を予定しています。

第７７号議案に係る説明は以上でございます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑があればお願いいたします。

〔「なし」と言う者あり〕

古手川委員長 それでは、質疑もございませんのでこれより採決に入ります。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決することに、ご異議ありませんか。
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〔「異議なし」と言う者あり〕

古手川委員長 異議がないので、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたします。

次に、請願の審査に入ります。

請願２「平和安全法案」の撤回を求める意見書の提出について及び請願３平和安全法制

整備法案と国際平和支援法案は慎重に審議し廃案を求める意見書の提出についてでありま

すが、２つの請願は関連がありますので、一括して執行部の説明を求めます。

池永防災危機管理課長 それでは、請願２「平和安全法案」の撤回を求める意見書の提出

についてと、請願３平和安全法制整備法案と国際平和支援法案は慎重に審議し廃案を求め

る意見書の提出についての両請願をあわせてご説明いたします。

お手元の請願文書表２ページと３ページをごらんください。

請願にあります平和安全法制整備法案及び国際平和支援法案に関する議論につきまして

は、国の外交・防衛政策の根幹及び憲法解釈に深くかかわることであり、国の専管事項で

あると考えています。

したがいまして、県執行部といたしましては、この問題について具体的に言及する立場

にはないと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。

以上でございます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑があればお願いいたします。

特別ありませんか。よろしいですか。

それではご質疑もないようでありますので、これより採決をいたします……。

堤委員外議員 委員長、ちょっと委員外議員の意見も聞いて。

平岩委員 質疑というのは意見も入っていたんですね。

済みません、私、すぐ採決に行くと思わなかったものですから。私は２つの法案をぜひ、

一方は意見書の提出で、一方は請願という形で出ていますけれども、今、国の専管事項で

と言われましたけれども、やはり今、国民が最大の関心を持たれていることで、県内でも

いろんな動きもありますし、このことはやっぱり注視していかなければいけないし、私も

平和安全法案については大変危惧をしておりますので、ぜひこの請願を２つ通していただ

きたいと思っています。

古手川委員 それでは、堤委員外議員どうぞ。

堤委員外議員 請願の紹介議員になっていますので、ちょっと確認したいんだけれども、

この前の一般質問でも少し聞いたけど、この平和安全法制整備法案の意見書等の中で、重

要影響事態の場合と。その周辺事態法というのが今も当然あって、一般質問で確認したけ

れども、大分県の港とか空港が利用、今でもされるわけですよね。周辺事態の法律が仮に

変わった場合には、今度はそこから結局地球の裏側まで行ってしまうという、そういう点

が非常に危惧されるし、大分県に自衛隊の基地もありますし、日出生台演習場もあります

から、そういう点で、国の専管事項ということだけじゃなくって、県としても非常に大き

な問題点が占められる中身でもあるわけね。知事ははっきり言わなかったけれども、県と

して、重要事態についてどういうふうに考えているんですかね、許可とかそういう問題に

ついては。

池永防災危機管理課長 今、周辺事態法というのがございまして、こういった県の所有す
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る港湾等の施設につきましては、既存にあります例えば、港湾法とか、県のそういった港

湾の使用とかに関しております条例ですね、これに照らし合わせまして、適合であれば許

可する。当然これに適合しなければ許可しないと。例えば、船が港湾の施設の許容の大き

さを超えるとか、これをとめるの無理だというものであれば、これは当然許可ができない

というようなことで。既存の法律、それから条例等に照らして、適正に判断していくとい

うことになると思います。

堤委員外議員 なるほどね。それともう１個、大在公共埠頭に米兵、海兵隊が演習すると

きに大型船が着くよね。あれは当然県としては許可というのは出すわけ。安保上の関係で、

米軍に対しては余り直接には許可というのはならない、政府がするわけ。

池永防災危機管理課長 米軍が使うときは、日米安全保障条約、このもとに使用するとい

うことになります。ただ、使用料等につきましては防衛局が支払うというような状況です。

堤委員外議員 ぜひ請願、皆さんの賛成をお願いしたいと思います。よろしくお願いしま

す。

古手川委員長 それでは、採決をさせていただきたいと思います。

まず、請願２「平和安全法案」の撤回を求める意見書の提出について、本請願は採択す

べきものと決することに賛成の方は、挙手願います。

〔賛成者挙手〕

古手川委員長 挙手多数であります。よって本請願は、採択すべきものと決定をいたしま

す。

ただいま、賛成多数によって、意見書案を提出することに決定いたしました。

多数決での決定となりましたので、議会運営申合せ事項により、賛成議員による発議を

もって案を提出することとなります。

よって、案文については、本委員会終了後、賛成の議員にてご検討をお願いいたします。

次に、請願３平和安全法制整備法案と国際平和支援法案は慎重に審議し廃案を求める意

見書の提出について、本請願は、採択すべきものと決することに賛成の方は挙手をお願い

いたします。

〔賛成者挙手〕

古手川委員長 挙手多数であります。よって本請願は採択すべきものと決定いたします。

ただいま、賛成多数によって意見書案を提出することに決定いたしました。

多数決での決定となりましたので、議会運営申合せ事項により、賛成議員による発議を

もって案を提出することとなります。

よって、案文については、本委員会終了後、賛成の議員にてご検討をお願いいたします。

次に、去る６月２日から６月２４日にかけて実施いたしました県内所管事務調査のまと

めについて、執行部より説明をお願いします。

諏訪生活環境部長 県内所管事務調査に係る検討事項の説明に先立ちまして、一言お礼を

申し上げます。

委員の皆様方におかれましては、去る６月２日から２４日まで、延べ７日間にわたりま

して衛生環境研究センター、消費生活・男女共同参画プラザ、消防学校など生活環境部の

地方機関に加えまして、昭和学園高等学校、おおいた青少年総合相談所、津久見市津波避

難路などの関係施設等も調査いただきまして、まことにありがとうございました。
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今回の調査では、生活環境行政の各般にわたり、さまざまなご意見や適切なご指導をい

ただいたところでございます。

これらの点につきましては、今後の生活環境行政を推進する上で、その趣旨を十分に反

映させてまいりたいと考えております。

今後とも、私どもに対しまして、引き続き幅広い視点、知見からのご指導を賜りますよ

うよろしくお願い申し上げます。

本日は、調査の際にいただきましたご意見の中から、防災士の活躍のための取り組みに

ついて、担当室長から報告させていただきます。

法華津防災対策室長 それでは、防災士の活躍のための取り組みについて、ご説明申し上

げます。

福祉保健生活環境委員会資料の２ページをお願いします。

まず、自主防災組織の活動状況と防災士の状況です。

左の中段にありますように、県内の自主防災組織数は、今年の４月１日現在で３，５５

６組織で、組織率は９３．９％となっています。そして、その下の表の上段にありますよ

うに、この自主防災組織における平成２６年度の避難訓練の実施率は４４．３％で、その

うち、津波浸水区域の自主防災組織では７５．５％となっており、実施率は年々上昇して

います。

また、右上の欄をごらんください。県内の防災士の数は６，５４３人で、うち女性は７

５５人となっております。

この防災士に期待されている役割ですが、右下の枠内をごらんください。平常時におけ

る主なものとして３つを挙げております。

まず１つ目は、住民等へ防災に関する知識の普及、防災意識の啓発に取り組むこと。２

つ目は、住民等とともに、地域の危険箇所の把握、避難路・避難場所等の確認を行うこと。

そして、３つ目は、自主防災組織や消防団等とともに、避難等の訓練を企画、実施するこ

とであります。

そうした平時の取り組みに加え、災害発生時には、行政とともに、災害の発生や危険が

迫っていることを地域住民に知らせ、避難を促し、率先して避難すること、また、逃げお

くれた人がいた場合等の情報を消防団等へ知らせるなど、救助活動を側面から支援するこ

と、さらに、避難生活が必要となった場合に避難所の運営を支援もしくは主導すること等

が挙げられます。

このように、防災士に期待される役割は自主防災組織にとって重要であることから、防

災士が確保されるよう市町村と連携して取り組んでおります。

資料の左下の表の下段にありますとおり、防災士の確保割合は県平均で６５．９％、津

波浸水区域では７８．８％の状況です。

続いて、この防災士の活動に関しての課題でありますが、次の３ページの左の欄をごら

んください。

大きく３点を挙げておりますが、まず１のように、防災士が確保できていない自主防災

組織があることです。そして、２点目ですが、避難所の運営等においては、避難住民への

配慮やニーズの把握のために女性の視点が重要であるとして、女性の防災士確保が必要と

なっていること。最後に３ですが、防災士になったがなかなか地域に入って活動できてい
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ないなどといったように、防災士が活動するための実践力や活動しやすい環境がまだまだ

整っていないというものです。

これら課題に対応するための取り組み状況ですが、資料右の欄をごらんください。

１の防災士養成研修では、防災士が配置されていない、防災士が足りない、女性の防災

士が必要といった状況に対応するため、引き続き防災士を養成してまいります。

また、２にありますように、防災士を養成する中でも、女性防災士の必要性を訴え、ま

た女性防災士が活躍する機運を醸成していきます。

さらに３ですが、防災士が積極的に活動するための研修として①の防災士スキルアップ

研修を実施し、啓発活動や避難訓練実施の企画、避難所運営等のための知識・技能の修得

の支援を行います。そして②にありますように、防災士の皆さんによる情報収集・共有を

支援し、また、個々の活動を支援するために、情報提供や助言・指導を行っていきます。

これら１から３の取り組みを推進するため、囲みの下に参考としていますが、平成２６

年度から大分県自主防災組織活性化支援センターを市町村と共同で運営し、連携して事業

を展開しております。

今後とも、こういった取り組みにより、地域で自主防災組織が主体となった避難訓練等

が活発に行われるなど、防災士が活躍するための環境づくりを図ってまいります。

以上でございます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑があればお願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

古手川委員長 特に質疑もありませんので、県内所管事務調査のまとめを終わります。

次に、執行部より報告をいたしたい旨の申し出がありましたので、これを許します。

まず、①及び②について報告をお願いします。

諏訪生活環境部長 議案書の６６ページをお願いいたします。

報第６号大分県長期総合計画の策定についてですが、計画の策定に当たりましては、大

分県行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例第４条に、立案段階での報告が定めら

れておりますので、今定例会では策定の概要を報告させていただいております。

議案書と一緒に配付いたしました別冊資料、大分県長期総合計画の策定についてをごら

んください。

１ページをお開きください。

まず、計画の策定にあたっての１計画策定の趣旨でございます。現行の長期総合計画で

ある安心・活力・発展プラン２００５が本年度、目標年度を迎えています。これまで、計

画を着実に実行し、安心・活力・発展の大分県づくりを進め、各分野の実績も上がってき

ております。一方で、本県を取り巻く環境は、人口減少やグローバル化の加速により、近

年、大きく変化しております。また、国・地方にとって地方創生が大きな課題となってい

ます。これらの急速な時代の変化や地方創生という地域間競争に対応するため、現行計画

の本年度末の終了を待たず、新たな計画の策定を行うこととしたところでございます。

２計画の性格・役割でございます。この計画は、県行財政運営の長期的、総合的な指針

を示したものであり、県民と行政が目指すべき目標を共有し、その実現に向けて、ともに

努力する内容を明らかにするものです。
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３計画の期間でございますが、本年度、平成２７年度を初年度とし、平成３６年度まで

の１０年間としています。

４計画の構成でございますが、基本構想編と基本計画編の２部構成とし、基本構想編で

は時代の潮流と基本目標、基本計画編では政策・施策体系を示すこととしております。

２ページをごらんください。

基本構想となる時代の潮流を５つ掲げています。

１人口減少とグローバル化では、人口減少の緩和など５つの方向性、２価値観の多様化

とライフスタイルの変化では、大分の魅力づくりと情報発信など６つの方向性。

３ページをお願いいたします。

３安心・安全で心豊かな暮らしの志向では、子どもを生み育てやすい環境づくりなど９

つの方向性、４雇用の受け皿づくりと多様な参加では、農林水産業の更なる構造改革など

８つの方向性、５未来を拓く人材の育成では、子どもの力と意欲を伸ばす学校教育の推進

など５つの方向性を踏まえて、政策・施策を検討しています。

４ページをごらんください。

基本目標ですが、県民が暮らしを立て、仕事をして、子どもを育てる大切な古里として、

誰もが心豊かに安心して暮らし、活力があり仕事が成り立って、将来とも発展可能性豊か

な大分県をつくるため、県民とともに築く安心・活力・発展の大分県を掲げ、健やかで心

豊かに暮らせる安心の大分県、いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県、人を育み

基盤を整え発展する大分県を目指したいと考えています。

他方、地方に人をつくり人を育て、仕事をつくり仕事を呼び、人と仕事の好循環で地域

を活性化しようという地方創生にも取り組みます。この地方創生は、本県がこれまで取り

組んできた安心・活力・発展の大分県づくりと軌を一にするものであるため、これまでの

成果に新たな政策を積み上げながら、安心・活力・発展の大分県づくりとあわせて取り組

むこととし、その際、地方創生の視点として、①人を大事にし、人を育てる、②仕事をつ

くり、仕事を呼ぶ、③地域を守り、地域を活性化する、④基盤を整え、発展を支えるとい

う４つの視点で進めていきます。

また、こうした基本目標の実現に当たり、大分県の未来を担い、その中心となるのは県

民であることから、３つの基本姿勢を掲げ、県民中心の県政を引き続き推進していきます。

５ページをお開きください。

これらの基本構想を踏まえ、新計画で考えております新たな政策・施策体系です。

安心の分野では、１から１０まで、子育て、健康・医療、高齢者、障がい者、環境、治

安、人権、地域社会の再構築、県民活動、防災・減災、危機管理などの分野で、健やかで

心豊かに暮らせる安心の大分県づくりに向けた政策を掲げています。

活力の分野では、次のページの１から７まで、農林水産業、商工業、女性の活躍、観光

・ツーリズム、海外戦略、大分県ブランド力、地域づくりなどの分野で、いきいきと働き

地域が輝く活力あふれる大分県づくりに向けた政策を掲げています。

発展の分野では、１から４まで、教育、芸術文化、スポーツ、交通などの分野で、人を

育み基盤を整え発展する大分県づくりに向けた政策を掲げています。

最後の地方創生ですが、これら安心・活力・発展の各政策から、地方創生につながる取

り組みを盛り込み、基本目標に掲げた４つの視点でまとめます。
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以上が、計画の策定に係る概要の説明となります。

続きまして、今、説明いたしました政策・施策体系のうち、生活環境部所管の施策の具

体的な内容について、新規・拡充項目を中心に説明いたします。

資料は本日お配りした、新たな政策・施策と主な取り組み（案）をごらんください。

それでは、目次の１ページをお願いいたします。

生活環境部に関する施策は、安心分野では、４恵まれた環境の未来への継承の（１）か

ら（４）まで、５安全・安心を実感できる暮らしの確立の（３）から（５）、それから、

６人権を尊重しともに支える社会づくりの推進、８多様な県民運動の推進、９安全・安心

な県土づくりと危機管理体制の充実の（１）、（２）、（４）。

それから、次のページになります活力の分野では、３の男女が共に支える社会づくりの

推進。発展分野は、１の（６）青少年の健全育成。

これが生活環境部の関係施策でございます。

これの主なものを説明したいと思います。

１９ページをお開きください。

安心４（１）豊かな自然との共生と快適な地域環境の創造でございます。

次の２０ページをごらんください。

新規拡充の部分ということで、①のポツの１番下、クラウドファンディングを活用した

トラスト活動など新たな環境保全の仕組みづくり。クラウドファンディングというのは、

ネットを活用したお金を集める仕組みでございます。

③の温泉資源の保護と適正利用の推進、これのポツの３つ目、温泉資源保護の推進のた

めの定期的な泉源調査の拡充、これが新規で、ポツの１番上の温泉の保護及び適正利用に

向けた規制・指導の徹底でこれをさらに進めるということでございます。

下の目標指標ですが、自然保護活動の分野におけるＮＰＯと県との協働の推進を図るた

め、ＮＰＯとの協働による生物多様性保全活動の実施件数を掲げております。

次に２１ページをお願いします。

安心４（２）循環を基調とする地域社会の構築でございます。

これの拡充する取り組みとしては、次の２２ページの③の県民総参加による豊かな水環

境の創出ということで、ポツの１番上、県民、ＮＰＯ、事業者などの多様な主体への水環

境保全活動の拡充、こういうもので、豊かな水環境の創出を図っていく。

目標指標といたしましては、ごみ総排出量――循環型社会づくりの構築というところに

つながります。水質環境基準達成率、これが豊かな水環境の創出につながります。

続きまして、２３ページ、安心４（３）地球温暖化対策の推進でございます。

次の２４ページ、①温室効果ガスの排出抑制対策等の推進でございます。

これのポツの１番下、気候変動により農林水産業や生物多様性などに起こりうるさまざ

まな影響に適応する対策の実施ということで、温室効果ガスの排出抑制の対策などを行っ

てもある程度の温暖化は避けられないということで、例えば農林水産業、高温に適応でき

る品種の開発などに取り組むというような内容でございます。

１番下の目標指標ですが、温室効果ガス排出量としております。

２５ページをお願いいたします。

安心４（４）すべての主体が参加する美しく快適な県づくりということで、現状と課題
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のポツの２つ目にございますように、ごみゼロおおいた作戦は、取り組みから１２年が経

過し、県民の環境意識が高まり、「大分はきれいだ」、「まちがきれいになった」などの

声をよく聞くようになりました。その一方で、活動の牽引役である「ごみゼロおおいた推

進隊」の構成員の高齢化や新規加入の減少などにより、全体としての活動が広がりにくい

傾向にあることから、県民総参加の取り組みとして活性化していく必要があるということ

で、今後、学生などの若者や企業等の新たな主体の掘り起こしなどを図っていきたいと考

えております。

内容については、今ちょうど取りまとめを行っているところでして、まだ具体的なもの

をきょうご説明できませんが、２６ページの県民一斉おおいたうつくし大行動参加者数、

これを指標として掲げているところです。

それから、３１ページをお願いいたします。

安心５（３）消費者の安心の確保と動物愛護の推進でございます。

これの新たな取り組みといたしましては、３２ページ、①消費者の権利の尊重と消費者

の自立の支援の上から２つ目のポツ、若者や高齢者に対する消費者教育・啓発の推進とい

うことでこの辺をさらに充実させ、被害の未然防止や拡大防止を図ってまいります。

１番下の目標指標は消費生活相談あっせん解決率ということで、県と市町村を合わせた

形で指標を掲げております。

続きまして３３ページをお願いいたします。

安心５（４）食の安全・安心の確保でございます。

主な取り組みは３４ページでございますが、②の１番上のポツ、ＨＡＣＣＰの考え方に

基づく、衛生管理体制の普及と指導の強化、こういうものなどを進め、県民の食の安全・

安心の確保に努めてまいります。目標指標は１番下の食中毒発生件数を掲げております。

次の３５ページ、安心５（５）健全な食生活と地域の食をはぐくむ食育の推進というこ

とで、３６ページの主な取り組みでは、③の食育の普及啓発ということで、２つ目のポツ、

食育に関する施策を効果的に実施するため、関係部局等と連携した食育イベントなどによ

る食育の普及啓発の推進ということで、食育はわかりにくいという声がございますので、

食育は教育の推進や健康寿命日本一、こういう県の重要な施策と密接に関係をしておりま

すので、条例の制定もにらみながら進めたいと考えております。

目標指標といたしましては、朝食を毎日食べる児童・生徒の割合（小５）としておりま

す。

それから、３７ページ、安心６（１）人権を尊重する社会づくりの推進ということでご

ざいます。

現状と課題のところに、同和問題を初めとするさまざまな人権問題について記述してお

ります。

それから県民の意識調査も５年ごとに行っております。そういう意識調査の結果を踏ま

えまして、このページの下の①の人権行政の推進のところのポツの３つ目、市町村と連携

した企業・団体内研修の促進などによりまして人権尊重社会の実現に努めてまいります。

次の３８ページの１番下に目標指標、人権問題専門研修受講者数と体験的参加型人権学

習を受講した児童生徒の割合を目標指標に掲げております。

続きまして、４３ページをお開きください。



- 12 -

安心８（１）未来を担うＮＰＯの育成と協働の推進ということで、新たな取り組みとい

たしまして、４４ページの②協働に向けた支え合いの仕組みづくりの１番上のポツ、協働

して取り組む地域課題をＮＰＯと県の双方から提示する提案公募型事業を実施することに

より、多様な主体との協働モデルを創出すると今回の補正予算でもお願いしているところ

でございます。

目標指標は、県・市町村との協働件数を掲げております。

次に４５ページ、安心９（１）災害に強い人づくり、地域づくりの推進でございます。

４６ページの主な取り組みの②地域の防災力の強化ということで、ポツの１番上、自主

防災組織等と事業所のワークショップ、訓練などを通じた連携・協働、こういうもので実

践力の向上を図ってまいりたいと考えております。

目標指標は、自主防災組織避難訓練等実施率及び津波浸水想定区域での実施率を掲げて

おります。

次に４７ページ、安心９（２）大規模災害等への即応力の強化で、新たな取り組みとい

たしましては、４８ページの①の１番上のポツ、広域防災拠点整備と③の原子力防災体制

の整備のポツの１つ目、立地県と協働した原子力防災訓練を実施し、防災情報の収集・伝

達、放射線防護措置の実施体制を強化ということで、これはまた後ほど報告等もございま

すんで……。

それから、目標指標としましては、津波により孤立する危険度が高い集落への通信手段

の確保率を計上しております。

次に、７７ページの活力３（１）女性の活躍推進と男女共同参画社会の構築ということ

で、このページの下にあります主な取り組みの３つ目のポツ、企業のトップセミナーなど

女性の登用促進のための研修や女性管理職の交流会の実施、それから１つ飛ばして、女性

が輝くおおいた推進会議の設置による女性の登用促進などを進めてまいります。

これらの取り組みなどにより、働く場における女性の活躍推進、働く場における女性の

活躍の推進を進めまして、次の７８ページ②の安心して子育てしながら働ける環境づくり

というふうにありますが、こういうところは福祉保健部、生活環境部、商工労働部などが

連携をしまして女性の活躍推進を図ってまいります。

目標指標といたしましては、Ｍ字カーブに関係します３０～３９歳女性の就業率、女性

が輝くおおいた推進会議の女性活躍宣言企業数、雇用者のうち管理的職業従事者に占める

女性の割合、これを指標として掲げております。

最後に１１１ページをお願いいたします。

発展１（６）青少年の健全育成でございます。

主な取り組みの③の１番上にありますように、先ほどもお話がありましたように、青少

年自立支援センター等の関係機関をワンストップ化して開設したおおいた青少年総合相談

所の利用促進などによりまして、ニートや引きこもり等の自立支援に向けた取り組みを強

化してまいりたいというふうに考えております。

目標指標も青少年総合相談所における自立に関する相談件数を掲げています。

以上で生活環境部所管部分の説明を終わりますが、今後のスケジュールについてですが、

本日の議論を踏まえ、今後、パブリックコメントや県民の代表や有識者の皆さんで構成さ

れる策定県民会議等を実施いたしまして、次回の定例会で議案を上程をさせていただきた



- 13 -

いと考えております。よろしくお願いいたします。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑がございましたらお願いいたします。

河野副委員長 何点かお伺いしたいんですが、まず１点目が２０ページの先ほどご説明の

ありました自然の保護・保全ということで、クラウドファンディングを利用したトラスト

活動。これは昨年一般質問の中で取り上げさせていただいた案件なんですが、これは具体

的に、このナショナルトラスト運動というのは、いわゆる第三者的な財団等、公益法人の

ようなものが主体となって財産の保全管理を行うという仕組みかと思っておりますが、こ

の部分について、仕組みづくりと言われていますので、そういった受け皿となるようなも

のを含めて、大分県として具体的な形でどういう仕組みづくりを今考えられているのかと

いうことをまず１点お伺いしたい。

それから、２４ページの温室効果ガス排出量の目標の設定なんですが、これについて、

今現状としてのＣＯ２の排出量の基準の考え方ですね。前もお話ししたとおり、今の現状

として、火力発電所を中心とした今のエネルギー政策の中で、具体的にどういう今状況に

あるのかという部分がちょっとこれだけではわかりにくいものですから、少し何かご説明

があっていいのなということと、それから、大分県が全国一の再生可能エネルギーの生産

県であるという考え方からしたときに、この温室効果ガスの排出量目標については、再生

可能エネルギーの今後の利活用というものがどう折り込まれているのか、この点について

お聞かせください。お願いいたします。

山本生活環境企画課長 それでは、最初のクラウドファンディングなどを活用したトラス

ト活動についてご説明申し上げます。

自然保護活動は、やはりＮＰＯ、また自然保護団体など、多くの県民の方、それから県

外の方でも大分のファンになってくださっている方、多くの皆さんに支えられていると思

います。そういった活動をクラウドファンディングというのは１つの方法だろうと思いま

すが、どうやってオール大分県で支えていくのかということがございますので、委員がお

っしゃった受け皿等の仕組みについてはこれから検討してまいりたいと思います。１つ大

きな受け皿があるのがいいのか、また、個別の自然保護団体等に、例えば、そういう思い

が行く形がいいのかとか、そういったさまざまな形があろうかと思いますので、大分県の

中で活動していくのになじむような形を、また多くの県民の皆さんのご意見も伺いながら、

これから構築してまいりたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

望月地球環境対策課長 先ほど温室効果ガスの関係で２点質問いただいたと考えておりま

す。

まず１点目、現状でございます。現計画が２７年度、今年度で５年間の最終年度を迎え

ておりまして、数字は２４年度しか今出ておりません。２４年度は家庭と業務と運輸とい

う３つに分野を分けておりおりますが、家庭と業務が大変悪うございます。

原因なんですが、先ほど委員からお話がありましたように、まずは原発が停止して、火

力発電で電気を起こしているのが大きな要因としてございますが、それ以外に家庭につい

ては、５年前に想定していないような、いろんな新しい家電製品、例えば、スマートフォ

ンでありますとか、そういうものがかなり普及してきているのと、あとは、人口はどんど

ん減ってきているんですけど、世帯数が減っておりません。家庭の中で使う電気で多いの
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は何があるかといいますと、お風呂に入るお湯、それから茶碗なんか洗うときに使う給湯、

それとあと冷蔵庫は１年中ずっと入れています。これが大きいです。世帯数が減らないと

いうことは冷蔵庫の数が減らないということであります。それで結構電気を使われている

家庭が多いと。それから、業務のほうは、もうこれ大体おわかりになると思いますが、５

年前想定していないような大規模な商業施設が出てきたりとか、それからかなり小さな事

務所から大きな事務所までオフィスがかなりふえております。このオフィスがふえること

によって、今まで使っていない、例えば、２４時間対応のファクスであったりとか、５年

前に想定していないような事務機器がかなり出てきておりますので、業務のほうの電気の

使用量というものがかなりふえてきております。

さっき申し上げたように、計画は今年度終わりますので、今新しい計画を策定するため

に有識者の方、大学の先生、あとは商工会議所の女性部の方とかに入っていただいて、策

定会議というのをつくっていまして、今計画をいろいろ議論しているところであります。

目標なんですが、国のほうが１２月のＣＯＰ２１に向けてある程度方針を出しております

し、あと九州各県いろいろ考え方を今お聞きしながら詰めております。それと、県民の方

と事業所に向けて、来月ぐらいにアンケートをしようと思っています。そういう中で、ど

のくらいできるかという目標を立てるのと、それと、今委員からお話があった再生可能エ

ネルギー、これをどうするかというのが今のところまだ方向性を見出しておりません。と

いうのが、ＣＯ２を算出するときに、今使っているのが九電さんの、指標をつくるための

係数があるんですが、これは九州全体の中で要はどのくらいＣＯ２を排出するかというこ

とで、大分県だけのが出ていないんですね。今そういう計算方法をしているものですから、

再生可能エネルギーと今言う九電さんの係数の相殺がどういうふうにできるかというのが

ちょっとまだ見出せておりません。今ご意見いただきましたので、策定する中でそういう

ことが可能になれば、再生可能エネルギーを折り込んだところでしたいと思っております。

以上、２点ですね、よろしくお願いいたします。

河野副委員長 まずクラウドファンディングを活用したトラスト活動、これは、先ほど課

長から言われたとおりの方向性かなとは思うんですが、さまざまな開発行為等から自然環

境を保全するという意味で、さまざまな主体があり得るということもよくわかります。

ただ、これについては、どちらかというと、行政からもある意味独立した立場というこ

とを期待される部分が多いですから、どういった形で主体をつくるのかなというのが若干

不安に思っている部分ではあります。ですので、さまざまな自然環境団体と自然保全の動

きをしているところと、基本的な財力のあるような企業が社会貢献活動の一環としてやる

ような場合もありますし、さまざまな方向性というのを折り込みながら、ぜひ積極的な形

でやっていただき、そこにクラウドファンディングという形で、１株制じゃないですけれ

ども、いろんな人たちが参加できる仕組みというのを折り込みながら広げていっていただ

くという地道な努力が要るものですから、ぜひ真剣な取り組みをお願いしたいと思います。

それから、ＣＯ２の問題について言うと、今まさに気候変動が激しくなって、まさにそ

の対策に追われる、根元を絶つ部分が生活環境部の望月課長のところかなと思うわけであ

りますから、ここはやっぱり大事な取り組みとして、大きく県民、あるいは県内企業等に

もぜひぜひ家庭や業務分野での削減目標という形を示していただいて、県民運動、そして

県民総ぐるみでやる活動にまで引き上げていただきたいなと、これは要望で。
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以上です。

諏訪生活環境部長 大変申し訳ありません。委員長から②まであわせて説明するように言

われておりましたが、②の説明が抜けておりました。

先ほどの福祉保健生活環境委員会資料４ページをお願いいたします。

安心・活力・発展プラン２００５の進捗状況（見込み）についてという資料で説明をさ

せていただきます。

例年、第３回定例会において実施状況の評価をご報告しておりますが、今回は新しい長

期総合計画の策定に当たり、現行の長期総合計画の進捗状況をご確認いただく目的で、評

価に先んじてご報告するものでございます。実施状況の評価については、改めて第３回定

例会にてご報告したいと思っております。

安心・活力・発展プラン２００５は、２０政策、５７施策から構成されており、施策ご

とに１９２の目標指標を設定しております。

指標の達成状況についてですが、上の①の表の区分の欄にありますように、「達成」か

ら「著しく不十分」までの４区分としております。

表の２６年度達成状況（暫定値）の行をごらんください。

最終年度（２７年度）の目標値に対する達成状況は、「達成」が７９指標、全体の４１．

１％となり、９０％以上達成の「概ね達成」と合わせると、１４０指標、全体の７２．９

％となっております。

下の②の表は、最終年度（２７年度）の目標値に対する達成状況の推移を、年度ごとに

棒グラフであらわしたものです。

棒グラフは下から「達成」、「概ね達成」、「達成不十分」、「著しく不十分」をあら

わしております。２７年度目標の達成に向けて全庁で取り組みを強化しているところでご

ざいますが、過去３カ年の平均伸び率で２７年度の見込みを推計しますと１６２指標、８

４．４％程度となります。

説明は以上でございます。

古手川委員長 ありがとうございました。今、説明をいただいた部分に関しましてご質疑

がございましたら。

〔「なし」と言う者あり〕

古手川委員長 ご質疑等もないようでございますので、次の報告を受けたいと思います。

③から⑤までの報告をお願いいたします。

山本生活環境企画課長 それでは、第３次大分県環境基本計画の策定に着手いたしまして、

骨子案を作成しましたので、ご説明させていただきます。

委員会資料６ページをお願いいたします。

資料の左側、１環境基本計画の位置づけでございます。

この計画は、大分県環境基本条例第９条に基づきまして、大分県における環境の保全に

関する長期的な目標及び施策の基本的方向を定めたものでございまして、長期総合計画の

環境における部門計画となっております。

２現行計画の状況でございます。現行計画の計画期間は平成１７年度から平成２７年度

までの１１年間でございます。平成２３年度に中間見直しを行っております。本年度は計

画期間の最終年度でございますので、来年度からの計画を新たに策定するものでございま
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す。

そして、現行計画の推進状況でございます。

下の７ページをお願いいたします。

７ページの左の下、黒い枠で基本目標１から５と書いてございます。この５つの基本目

標のもとに施策を実施しておりまして、進捗状況を見る目安として、６０の環境指標を設

定しております。上の表は、基本目標ごとの項目数と主な指標をお示ししています。Ａ評

価は目標値達成、Ｂ評価は７割以上の達成、Ｃ評価は７割未満となっています。それから

３行目の合計欄でございますが、Ａ評価が６０項目中３１項目、５１．７％でございます。

Ｂ評価が２８項目、４６．７％、Ｃ評価が１項目、１．６％でございます。このＢ項目の

うち９割以上達成したものが１８項目ございますので、Ａ評価と合わせまして全体で６０

項目中で４９項目、８２％が９割以上の達成となっておりまして、おおむね着実に推進さ

れていると評価しているところでございます。これは２５年度の指標でございますので、

平成２６年度の推進状況につきましては、例年どおり９月の常任委員会で報告させていた

だきます。

６ページの左の３のほうをお願いいたします。

計画の方向性でございます。

環境指標の状況ですとか社会の動き、ごみゼロ県民会議の委員のご意見等を踏まえまし

て課題を整理いたしました。そこに掲げておりますが、県民総参加による活動の一層の推

進が必要であり、また、自然環境・景観、生物多様性の保全が必要である、豊かな水環境

の創出、顕在化する地球温暖化問題への対応、地域で活動する環境保全団体等の活性化、

そして、少子高齢化や人口減少による地域活力の低下への対応などを掲げております。こ

れらを踏まえて計画を策定していきたいと考えております。

（２）目指すべき環境の将来像と基本目標でございますが、将来像といたしまして、天

然自然が輝く恵み豊かで美しく快適なおおいたとさせていただいております。現行計画で

も同じ将来像を掲げておりまして、これは究極の目標ということで、引き続きこの表現を

将来像として設定していきたいと考えております。

基本目標は、右の欄にございます。今回５本掲げてまいりたいと考えております。主な

キーワードでございますが、１つ目は豊かな自然ということ、２つ目は循環ということ、

３つ目は地球温暖化対策、４つ目は環境を守り育てる産業、そして５つ目が全ての主体が

参加するというごみゼロの基本でございますが、その５つを掲げて作業を実施していきた

いと考えております。

（３）でございます。計画期間は平成２８年度から平成３６年度と考えております。

進行管理は、これまでのように環境指標を設定いたしまして、県議会、環境審議会、ご

みゼロおおいた作戦県民会議で報告をさせていただきまして、行ってまいりたいと考えて

おります。

４今後のスケジュールでございますが、本計画は、大分県行政に係る基本的な計画の議

決等に関する条例の対象となる基本的な計画でございますので、立案過程で本常任委員会

に報告させていただき、ご意見をいただきたいと考えております。そして、パブリックコ

メントを実施いたしまして、最終案を来年の第１回定例県議会に提案したいと考えており

ますのでよろしくお願いをいたします。
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以上でございます。

塩田県民生活・男女共同参画課長 第４次おおいた男女共同参画プランの策定について、

説明いたします。お手元の資料では８ページとなります。

県では、男女共同参画社会の実現を目指す姿とし、総合的かつ計画的な推進を図るため、

平成２３年３月に第３次おおいた男女共同参画プランを策定いたしました。

このプランは、男女共同参画社会基本法及び大分県男女共同参画推進条例に基づく計画

であり、大分県長期総合計画の部門計画の性格を有しております。

これまで、男女共同参画に向けた意識改革、男女の平等と人権の尊重、男女共同参画実

現のための積極的な環境整備を基本目標に掲げ、平成２３年度から平成２７年度までを計

画期間とし、さまざまな取り組みを行ってまいりました。

本年は、計画最終年であることから、来年度からの計画を新たに策定するものでござい

ます。

策定に当たりましては、少子高齢化、人口減少社会の進行や個人の価値観やライフスタ

イルの変化、現在策定をしております長期総合計画、地方創生の総合戦略を踏まえたいと

考えております。

現行の第３次プランの数値目標の達成状況でございますが、資料の９ページをごらんく

ださい。数値目標のうち達成は６項目、目標値の８０％以上達成している項目も６項目、

合わせて全２０項目中の１２項目となっております。

昨年度実施いたしました男女共同参画社会づくりのための意識調査では、男女の地位が

平等と感じる人の割合、左半分の上から３つ目でございます。学校教育の場におきまして

は６１．２％でございました。一方、上から７つ目でございますが社会全体では１４．４

％となっております。

また、同じ左上の１番上でございますが、男は仕事、女は家庭という考え方に同感しな

い人の割合は５２．１％となっており、昭和６２年以来初めて５割を超えましたけれども、

まだまだ道半ばの状況でございます。

再び８ページにお戻りください。

第４次プランに向けた方向性としましては、基本目標に男女共同参画に向けた意識改革、

男女が安心できる生活の確保、女性の活躍の推進を掲げたいと考えております。

今後のスケジュールといたしましては、今年度設置した庁内ワーキンググループ、大分

県男女共同参画推進本部及び幹事会において検討を重ね、大分県男女共同参画審議会の委

員の皆様からの意見聴取や議論を踏まえた骨子案をもとに素案の作成を行いたいと考えて

おります。

この骨子案につきましては、本プランが、大分県行政に係る基本的な計画の議決等に関

する条例の規定による基本的な計画でございますことから、第３回定例会で議案報告を行

い、本常任委員会でご意見を伺うこととしております。

１１月にはパブリックコメントを実施し、より多くの県民の皆様のご意見を反映した素

案としたいと考えております。その後、審議会から知事に答申していただきます。

そして、来年、第１回定例会にて計画案を上程させていただく予定でございます。

続きまして、１０ページをお願いいたします。

第３次大分県消費者基本計画の策定についてご説明申し上げます。
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大分県消費者基本計画は、大分県民の消費生活の安定及び向上に関する条例第８条に基

づく基本計画として、条例の基本理念である消費者の権利の尊重及びその自立の支援を実

現するため、大分県における消費者施策の基本的方向と取り組みを明らかにするものでご

ざいまして、現行の第２次基本計画が今年度末に終了することを受けて、新しい基本計画

を策定するものです。

第３次基本計画の位置づけにつきましては、上段に掲げておりますが、４点ございます。

１点目は第２次基本計画を発展的に継承するということ、２点目は今年度中に策定予定

の新しい大分県長期総合計画の部門計画であるということ、３点目は平成２７年３月に策

定された国の消費者基本計画の基本的方向性を反映するということ、そして４点目として

平成２４年１２月に施行された消費者教育の推進に関する法律第１０条に基づく都道府県

消費者教育推進計画としての位置づけをあわせ持つということです。

計画の総合目標につきましては、国の計画の基本的方針を受けて、安全・安心で、消費

者が主役となる豊かな社会の実現と定め、基本目標については、これまでの県の消費者施

策との一貫性を重視して、第２次基本計画の消費者の権利の尊重と消費者の自立の支援、

市町村や消費者団体等との連携・協働、経済社会の発展への対応という３つの基本目標を

継承するとともに、県の消費者教育推進計画として位置づけるため、新たに消費者教育の

推進という項目を含めまして、４つ目標を設定しております。

計画の基本目標を達成するための主要な施策については、県の新長期総合計画における

主な取り組み予定である、高齢者も含めた消費者被害の未然防止のための啓発活動の推進

や高齢者を対象とした見守り体制等の整備、県及び市町村の相談員のレベルアップ研修等

による消費生活相談体制の充実などに取り組むほか、国や市町村、消費者団体や事業者団

体等との連携・協働により、総合目標の達成を目指していきます。

また、消費者教育の推進については、幼児期から小・中・高校生期を経て、若者、成人、

高齢者の各ライフステージに応じた消費者教育の推進とともに、消費者教育推進のための

人材育成に積極的に取り組んでまいります。

今後は、庁内ワーキンググループや大分県消費者行政連絡協議会におきまして、素案の

検討・作成を行い、学識経験者や消費者、事業者等で組織する大分県消費生活審議会にお

ける意見聴取や協議を重ねた後、パブリックコメントにより県民の皆様のご意見を反映す

る予定でございます。

県の消費者基本計画につきましては、その内容が県民生活に幅広く関係するものでござ

いますから、その策定だけでなく実施においても関係機関や教育現場等との連携が非常に

重要となりますので、今後も一層連絡を密にし情報共有を図り、互いに協力して積極的な

消費者行政の推進を図ってまいります。

以上でございます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑がございましたらお願いいたします。

平岩委員 第４次おおいた男女共同参画プラン、第４次まで来たんだなと思って、本当に

目標達成がどういうふうに上がっていくかなというのをずっと私も期待しながら来たんで

すけれども、本当にお疲れさまです。

ただ、なかなか学校教育の中では本当に高い数字を持っているんだけど、子供たちの意
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識が社会に出たときにまた戻ってしまう。それと、家庭がやっぱりそういう男、女の区別

の中で生活スタイルがつくられているというところで非常に葛藤があるんです。

１点、何か文言として入れなくてもいいんだけれど、視点として持っていただきたいの

は、メディアリテラシーの力って言うんですかね。例えば、テレビのコマーシャルとかい

つも目にするじゃないですか。そうすると、お父さんが疲れて帰って来て、「お帰りなさ

い、ご飯が先、お風呂が先」とかお母さんが、女の人が聞くんですよね。そうすると、子

供たちの中にすり込まれるのは、女は家庭でご飯をつくる、お父さんはお仕事で帰ってく

るというような、僕の家庭はそうじゃないけど、けれどもそういうことがある。テレビを

見ていると、昔、女性のアナウンサーはピンクのマイク、赤いマイクを持っていて、男性

のアナウンサーは青いマイクを持っていてみたいなのところがあって、こういうところか

らやっぱりすり込まれていくんだなって私は思ってきたので、私たち大人もメディアリテ

ラシーの力を持たなきゃいけないと思うんですけれど、そういう視点でまた見ていってい

ただけると少し違った見方ができるのかなと思ったりしました。

以上です。

塩田県民生活・男女共同参画課長 ありがとうございます。

古手川委員長 ほかにご質疑等もないようですので、次の報告に移ります。

⑥から⑧までの報告をお願いいたします。

池永防災危機管理課長 それではまず初めに、大分県広域防災拠点基本計画の策定につき

まして、ご説明申し上げます。

資料の１２ページをお開きください。

資料の上の四角をごらんください。東日本大震災の教訓といたしまして大規模災害では、

広域的な救助・救援システムの構築が必要となります。南海トラフ巨大地震が発生すれば、

県内で約２万２千人が亡くなりまして、約１６万９千人の方が避難者となることが想定さ

れています。そういった中、１人でも多くの命を救い、助かった命をつなぐためには、全

国からの応援部隊や救援物資を効率的に受け入れ、被災地に迅速に展開させることが重要

であり、これらの活動の拠点となる広域防災拠点の整備とそれを運用するための計画が必

要となります。

中段になりますが、これらを踏まえまして、平成２５年度には、大分スポーツ公園に広

域防災拠点を設置する基本構想を取りまとめ、昨年度は、この構想をもとに、防災拠点と

しての機能を十分に発揮するための施設の活用方法や整備について検討してきたところで

ございます。

検討に当たりましては、自衛隊や消防を初めとした救助関係者や医療関係者、または物

流関係者などから意見をいただき、先月末に、その結果を大分県広域防災拠点基本計画と

して取りまとめたところです。

その下の計画の概要ですが、本年３月に公表された国の南海トラフ応急対策活動計画に

よりますと、南海トラフ地震発生時には、全国から食料や毛布など約４２３トンの救援物

資が大分に届き、自衛隊、警察、消防など約２，５００人の応援部隊が大分県に集結し活

動することとなっています。

これらを広域防災拠点で効率的に受け入れ、迅速に展開させるため、基本計画では、大

分スポーツ公園に持たせる４つの機能の具体的な配置を定めたところです。
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次の１３ページ、広域防災拠点における主な機能の配置についてをごらんください。

右側枠の大分銀行ドームの中の配置ですが、まず①の現地調整所機能です。地下会議室

に現地調整所を配置し、物資や医療搬送等の連絡・調整など現場の司令塔機能を果たしま

す。

次に、②のＳＣＵ（広域搬送拠点臨時医療施設）機能です。これは、ヘリコプターで重

篤な患者を県外搬送する際の中継基地となる臨時医療拠点でございまして、ドームの地下

会議室を利用します。ここに２０床程度のベッドを配置し、トリアージや臨時的な医療を

行い、県外等の医療機関に搬送します。ヘリポートとしては、ドーム東側のサブ競技場等

を利用いたします。

次に、③の救援物資等の集積・輸送機能ですが、大銀ドームの屋根つきフィールドを活

用します。ここに全国からの物資を集積し、被災市町村の拠点に搬送いたします。トラッ

ク協会や倉庫協会等の協力をいただきながら、荷おろし、仕分け、保管、積み込み等を効

率的に行っていきます。

次に、左側になりますが、④の応援部隊の宿営拠点ですが、公園西側のテニスコート、

サッカー場等を活用します。ここには、全国から集結します警察、消防等の部隊の集結拠

点や宿営・後方支援拠点としての機能を配置いたします。

前のページにお戻りください。下の段の枠の中の必要となる主な設備です。既存施設を

最大限に活用するということで、必要最低限の整備を行います。具体的には、発災直後の

停電に備えた非常用発電機や災害対策本部等との連絡のための防災行政無線などの通信設

備、現地調整所で必要となる備品など、必要な設備・資機材を整備します。

右側のその他の欄ですが、ボランティアの受け入れ拠点を周辺にある県社会福祉介護研

修センターに設置いたします。

また、市町村との連携が重要となりますが、県内を６つのエリアに分け、各市町村にあ

る施設等を、応援部隊の活動拠点や物資の搬送拠点等に位置づけ、各エリアのネットワー

ク化も図ります。

また、今後は、公園内に屋内スポーツ施設の建設が計画されているところですが、広域

防災拠点のさらなる機能向上につながるよう、その活用方法を検討しながら、大規模災害

時の即応力を強化し、喫緊の課題である南海トラフ地震対策に万全を期してまいります。

続きまして、大分県原子力災害対策実施要領の修正につきまして、ご説明申し上げます。

資料の１４ページをお開きください。

ご案内のとおり、本県は伊方の発電所から最短で４５キロメートルの距離にあり、国が

定める３０キロメートル圏内の原子力災害対策重点区域外ですが、万一に備えまして、こ

の区域に準じた原子力災害対策を進めており、平成２６年３月にこれらの具体的手順等を

定めた大分県原子力災害対策実施要領を作成したところです。

このたび、これまでの訓練結果の検証や国の指針の改定等を反映して実施要領に必要な

修正を行うととともに、愛媛県からの避難者受け入れのための具体的手順等を定め、新た

に実施要領に盛り込んだものでございます。

まず、左上の①になりますが、訓練への検証結果の反映でございます。昨年１０月に実

施した愛媛県との共同訓練では、オフサイトセンターに初めて職員を派遣して情報収集を

行うとともに、操業中の漁船に情報伝達を行う訓練等も実施いたしました。これらの訓練
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の検証結果に基づき、情報伝達にかかわる職員の情報処理能力の向上を図るための研修会

の実施やオフサイトセンター内で職員が効率的に活動するための手順、漁船への情報伝達

のための具体的方法等を明記したものでございます。

次に、左下②の国の対策指針の変更に合わせた修正でございます。

これまで国は、原発から３０キロメートル圏外の地域の防護対策を明らかにしておりま

せんでしたが、本年４月に、国が指針を改正し、この地域については、屋内退避を基本と

することなどを明記したため、これに合わせて修正を行ったものでございます。

次に、③の愛媛県からの避難者受け入れについてですが、次の１５ページに概要として

まとめておりますので、こちらをごらんください。

まず、Ⅰの受け入れの基本的な考え方ですが、右上の図にありますように、愛媛県の広

域避難計画では、発電所から西に居住する佐田岬半島の住民約５千人につきましては、放

射性物質が放出される前に、松山市の西隣にあります松前町方面に陸路で避難することと

なっておりますが、このうち、道路の寸断等により陸路で避難できなかった方々を大分県

で受け入れることとしております。

また、地震・津波等の複合災害による場合は、本県も被災することも考えられますが、

その場合は、市町村と調整し最大限の努力をしつつ、可能な範囲で受け入れることとして

います。受け入れは県下全１８市町村を対象とし、避難者数や被災状況等により具体的な

受け入れ市町村を決定します。

右側の４つの図は、こうした複合災害も想定し、状況に応じて受け入れを行うために、

４つのケースを例示したものです。ケース１の移動の距離等を考慮した場合、ケース２の

県南が被災した場合に県北中心に受け入れるケースなどを例示しているところでございま

すが、これには限らず柔軟な対応をすることとしています。具体的な受け入れ施設につい

ては、公民館や学校など、市町村から提供可能な２６９施設を現在リストアップしていた

だいております。

次に、Ⅱの受け入れ手順についてですが、愛媛県から要請があった場合には、まず本県

が受け入れ可能な状態であるかということを確認します。確認が取れ次第、市町村と受け

入れ人数や施設の調整を行うとともに、関係機関と輸送手段、ルートなどの調整を行いま

す。愛媛県に受け入れの可否を連絡し、愛媛県側でスクリーニングを実施した後、船舶等

で大分県に避難者の方々が来られまして、バス等で県内の避難所に移動するという段取り

になります。

次に避難者の支援体制ですが、避難所の開設は、受け入れ市町村が行っていきます。開

設後は伊方町に運営を移管します。また、費用につきましては、災害対策基本法に基づい

て全額愛媛県側で負担するということで、愛媛県側の負担については災害救助法等が適用

され、国が支援するということになります。

なお、大分県への避難については、一時的なものということを想定しておりまして、お

おむね１週間程度のもので、長期に滞在するものではないということでございます。

以上でございます。

橋本消防保安室長 防災ヘリコプターの更新についてご説明いたします。

資料の１６ページをお開きください。

現行の防災ヘリコプターが導入から１８年を経過したことから、本年度からの２年間に
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わたり機体の更新手続を進めております。

資料の１と２にありますように、４月２１日に入札公告し、６月９日に２社が参加して

入札を行い、現有機の新型機を提案する川崎重工業株式会社が１４億３，６４０万円で落

札いたしました。

入札に先だって県は、入札参加資格の確認を行い、ベルヘリコプター株式会社からの参

加申請について、機体の寸法が仕様要件に適合しないとして「資格なし」と通知いたしま

した。

これに対して、資料の３にありますように、６月１５日にベル社から苦情の申し立てが

あり、現在、大分県政府調達苦情検討委員会が審議を行っているところであります。

なお、同検討委員会から、当面契約締結をすべきでない旨の要請がありましたので、契

約締結について承認を求める議案は、本苦情処理手続等が終了した後の定例会に提出した

いと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。委員の皆さんで質疑がございましたらお願いいたします。

河野副委員長 原子力災害の１番最後にご説明があったとおり、県内市町村への避難はお

おむね１週間程度ということを前提にすると。一時的なものであるという話なんですが、

これは福島原発の事故等によって、避難区域、一定期間帰れないとかいう区域設定がされ

たりとか、その原子力災害については非常に甚大な被害につながって、本当にこれ１週間

程度ということでいいのか。今おっしゃられているのは大分県は１週間、その後は地元の

愛媛県に引き取っていただいてというお話かと思うんですが、本当にこんな短期間で原子

力災害が仮に発生したときに帰れるのかなという率直な疑問なんですけれども、その辺は、

この想定が大丈夫なのかということですね。

それから、防災ヘリコプターの問題。これはベルヘリコプターの苦情申し立てというこ

とで、これで調達計画自体のおくれにつながらないのかという部分について、２点お聞か

せください。

池永防災危機管理課長 今委員のご指摘のとおり、１週間程度ということですが、基本的

には緊急時、まずは安全な場所にということで大分のほうに避難していただくと。その後、

例えば、長期の避難等が必要になるという場合もあろうかと思います。そういった場合、

愛媛県のほうで、例えば、県内なり、県営アパートなり仮設住宅をつくっていくというよ

うな中で、大分県からはそちらの安定的な生活環境のほうに移っていただくというふうな

流れになろうかと思っております。ただ、この場合、１週間というのは、その状況によっ

て多少の伸び縮みはあろうかとは思いますが、基本的には愛媛県とは、短期の受け入れと

いうことでお話をいたしております。

橋本消防保安室長 現在、検討委員会のほうに報告書を既に提出しておりまして、県の考

え方に理解をいただけるように努力しております。その結果として、２８年度中の機体の

納入、それから、その後２９年秋に運行開始というスケジュールに支障が出ないように努

力をしているところでございます。

河野副委員長 原子力災害の性質上、地域の放射線濃度が一定程度減衰しないと帰れない

という現実の中で、大規模な被災者が発生すると。そういう中にあって、今言う１週間程

度、それが若干伸びるかもしれないけれども、その後は愛媛県で安定的な受け入れ先を確
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保するんだという話なんですが、今でさえ福島県から大分県内にも避難者がいらっしゃる

状況の中で、これについて言えば、緊急的な受け入れの話であって、その後の大分県内で

長期にわたり定住避難をしようという方については別途の方策がとられるのかなとは思う

わけでありますけれども、それはここには直接は書かれていないという考え方でよろしい

んですね。

それと、防災ヘリコプターについては、調達する機種が決まって、それから防災ヘリコ

プターとしての特殊機材、特殊な部分というのを組み込みという手続が非常にあって、納

入までに相当の期間を要するように思うんですが、私が聞きたかったのは、そういう２９

年の納入時期自体そのものについては、今のところ支障はないというところで落ち着くわ

けですね。そこなんですけれども。要するに、防災ヘリですから、いついかなるときに災

害が発生するかわからない。そこでけが人の救出等をしなきゃいけないというときに、新

鋭機が入らないから旧型機で対応しようとしたら運行ができませんでしたという話は絶対

できないと思うので、そういった具体の納入時期について支障は今のところないという形

でよろしいのかどうか。

諏訪生活環境部長 先ほど申し上げましたように、大分県政府調達苦情検討委員会――こ

れは会計管理局が持っておりますが、今そちらのほうで委員会を開いて県、それからベル

ヘリコプター株式会社からそれぞれの言い分を聞いているということでございます。県と

しては迅速に県の考え方の報告をしているところでございますので、できるだけ早く審議

等をしていただいて、早い時期に結論を出していただくというふうにお願いをする立場で

ございます。これがいつ終わるかというのは、我々のほうからははっきりとした時期は当

然わからないわけなんですが、早期の最終的な判断をいただくためにも、県は求められた

ものについては早急に提出をしているということでございますので、今のところ当初考え

ておりました納入時期等のおくれはないものと我々は考えております。

以上です。

河野副委員長 これ、苦情検討委員会での審決が終わった後、それをまた不服としてさま

ざまな手続がとられる可能性も考えておかねばいけないんじゃないかというのが私は根底

にあるんですが、そういった部分を含めて、見通し的に、先ほど言われました平成２９年

納入という形が揺るがない方向にあるのかどうかをちょっと心配したんです。できるだけ

ということはよくわかりますが、相手は外国資本の企業ですからとことんやるんじゃない

かなというふうにはちょっと思うんですが、ぜひ支障のないようによろしくお願いします。

玉田委員 先ほどの河野副委員長の関連ですけれども、愛媛県からの被災者受け入れの概

要の手順で、大体発災後、時間的には何日ぐらいで想定している３千人の方が一時的に避

難所に入るという想定なんでしょうか。

池永防災危機管理課長 基本的には発災後すぐに東のほうに陸路で移動するというような

対策をとっております。ただ、これができなかった場合には大分に来るということなので。

ただ、事故が発生後、迅速に避難行動に移るということになろうかと思います。放射性物

質が放出される前に基本的には避難を終えると。基本的には松山方面に行くんですが、そ

の陸路がとれないときには大分に来るということになるんですが、今愛媛県のほうで、こ

れを実際にやったときどれぐらいかかるかということでシミュレーションを出しておりま

す。例えば、船を、今の定期船だけを使った場合、それからこれを２倍にふやした場合、
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３倍にふやした場合、１番最短でたしか６時間だったと思うんですけれども、１番最長の

場合１２時間とか、その辺は使う船舶の数とかによって時間に差が出てまいります。そう

いった中、愛媛県が最大限に努力をして移動手段を確保していくということになろうかと

思います。

玉田委員 ありがとうございます。受け入れ手順を字面で読むと、かなりこれきちっきち

っとやっていく上ではとても大変だなと思って、仮にモデルケースで３千人と仮定してい

るということを考えると、やっぱり二、三日かかるのかなというふうなイメージとしては

見ていたんですけれども、全体としては６時間から１２時間の想定の中で発災後というこ

とで今想定しているんですね。はい、わかりました。

木付委員外議員 広域防災拠点基本計画なんですが、災害があったときに大分空港が大変

重要になると思うんですが、大分空港の津波の想定高は把握されておりますか。

池永防災危機管理課長 大分空港は、基本的に津波が来たときにシミュレーションを空港

のほうでも出しております。基本的にはあそこはつからないという形になっております。

シミュレーションはですね。ただし、空港のほうでは、国土交通省で平成２５年度にやっ

ております。ただ、つからないという想定ですが、それでもつかるという想定をつくって、

この早期回復するためにどうやっていったらいいかと、早期の復旧計画というのをつくっ

ているところでございます。そういった中、例えば、先にヘリコプターがつけるところを

確保する。その後に固定翼機分を確保する。そういった段階的に復興させていくというよ

うな計画を国土交通省で立てております。

木付委員外議員 国東市が出しているハザードマップでは、北側半分がもう緑色になって

いるんですね。つかるようになっています。半分つかるというハザードマップになってい

ますので、私たちも別府の港湾・空港工事事務所に行ってお話を聞きました。想定が１０

センチということなんですよね。それで、排水路とかがあるから、そこは２メートルぐら

いつかるかもしれないので、排水ポンプで対策しているということなんですよね。その辺、

国の施設との連携をしっかりしておかんと、こっちが計画立てて、その施設がだめになる。

空港は大丈夫なんでしょうけど、そういうものが想定されますから、その辺は密にしてい

ただきたいと思います。

古手川委員長 要望でよろしいですか。

木付委員外議員 はい。

古手川委員長 ほかにご質疑等もないので、これで諸般の報告を終わります。

この際、何かその他ございましたら。

平岩委員 もしかしたら福祉保健部の管轄なのかなと思うんですけれど、ＤＶ被害者の自

立生活援助モデル事業についての通達と言うんですか、厚生労働省から出されていて、実

施が４月１日から行われるようになっていると思うんですけれど、これは生活環境部でい

いんですかね。

塩田消費生活・男女共同参画課長 ＮＰＯ法人から昨年度、ご相談というか情報提供いた

だきましたけれども、厚労省の関係で福祉保健部のこども子育て支援課が所管となってお

ります。

平岩委員 わかりました。児童家庭局長の名前で出ているので、向こうで聞いてみます。

ありがとうございます。
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古手川委員長 ほかにないようですので、これをもちまして生活環境部関係の審査を終わ

ります。

執行部の皆さん、ありがとうございました。

〔生活環境部退室〕

古手川委員長 ここで、休憩します。再開は、午後１時といたします。

１１時５５分休憩

１３時０２分再開

古手川委員長 それでは休憩前に引き続き、委員会を再開します。

本日は、都合により、田中利明委員、井上明夫委員、荒金信生委員が欠席しております。

これより、福祉保健部関係の審査に入ります。

まず、第６６号議案平成２７年度大分県一般会計補正予算（第１号）のうち、福祉保健

部関係部分について、執行部の説明を求めます。

草野福祉保健部長 それでは、私のほうから説明をさせていただきます。

お手元の福祉保健部予算概要の５ページをお開き願います。

今回計上しています福祉保健部所管部分は、予算額（Ａ）のうち、福祉保健部①の７月

補正の欄にありますように１５億６，０８３万円でございます。

既決予算額に今回の補正予算額をお認めいただきますと、予算総額は９２４億４，３０

８万３千円となり、これを右の欄にあります２６年度当初予算額（Ｂ）と比較しますと、

１．０％の増、９億２，１８７万５千円の増ということになっております。

今回の予算に係る重点事業等につきましては、一昨日の予算特別委員会で説明いたしま

ので、それ以外の主な事業について、それぞれの担当課室長より説明させていただきます。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

高窪医療政策課長 医療政策課関係について、説明申し上げます。

同じ予算概要の３３ページをお開きください。

事業名欄１番上のドクターヘリ運航事業費１，９３１万円でございます。

この事業は、事故や災害時等に医師や看護師が搭乗して救急現場に駆けつける医療用ヘ

リコプター「ドクターヘリ」の運航に必要な経費を補助するものです。

具体的には、１番上の二重丸の２つ目のポツにあります運航経費補助の中に今回の補正

要求額が含まれておりまして、ドクターヘリに搭載している消防無線のデジタル化に要す

る経費について補助するものです。

説明は以上でございます。

前田高齢者福祉課長 高齢者福祉課関係について、説明申し上げます。

６８ページをお開きください。

市町村認知症施策強化推進事業費２０８万１千円でございます。

今回の補正では、２つ目の二重丸の１番下のポツにありますとおり、保健師や介護福祉

士等の専門職が家庭を訪問し、速やかに適切な医療・介護等が受けられるよう、認知症の

方やその家族を支援する認知症初期集中支援チームを市町村に設置する際、そのチーム員
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の研修費用を補助するとともに、３つ目の二重丸、権利擁護人材育成事業として、認知症

などで十分な判断等ができない方のために市町村が実施する、市民後見人を養成するため

の研修費用を補助するものです。

次に、７４ページをお開きください。

事業名欄１番下の介護ロボット導入支援事業費１千万円でございます。

この事業は、介護職員の身体的負担の軽減や業務の効率化のため、認知症の方の徘回を

センサーで感知するシステムや、高齢者の移動をサポートする移動支援機器等のいわゆる

介護ロボットを導入する事業所・施設に対し、導入経費を補助するものです。

説明は以上でございます。

飯田こども子育て支援課長 こども子育て支援課関係について、ご説明申し上げます。

８３ページをお開きください。

事業名欄上から４番目の地域の子育て応援事業費３，０２４万１千円でございます。

この事業は、結婚や出産、子育て等に関する意識の醸成を図るため、幼稚園や保育所等

が行う結婚、妊娠、出産、子育てに関する情報提供や講演会の開催等を支援するため、１

施設当たり２０万円を限度として補助するものでございます。

次に、８５ページをお開きください。

事業名欄１番下の児童養護施設退所者等支援強化事業費５９万４千円でございます。

大分市東春日町にある児童アフターケアセンターおおいたでは、児童養護施設等の退所

者等に対し、専門的スキルを持つ職員が、当該施設の職員とともに相談や居場所づくりな

どのアフターケアを実施しています。

今回の補正では、２つ目の二重丸にありますとおり、児童アフターケアセンターおおい

たの支援スペースの拡充としまして、多様化する支援ニーズに対応できるよう、児童アフ

ターケアセンターおおいたの相談・交流スペースを拡充するものです。

次に、８６ページをごらんください。

事業名欄下から２番目の子育て支援従事者研修事業費１３４万８千円でございます。

今回の補正では、３つ目の二重丸にありますとおり、子育て支援員対象研修事業費とし

て、子育て中の親子の交流や育児相談等を行う地域子育て支援拠点等の機能強化を図るた

め、従事者の資質向上研修を国のガイドラインに沿って実施するものでございます。

説明は以上でございます

髙橋障害福祉課長 障害福祉課関係について、ご説明申し上げます。

資料はかなり飛んで、１１０ページをお開きください。

事業名欄上から２番目の障がい者スポーツ選手育成・強化支援事業費８１５万円でござ

います。

この事業は、１つ目の二重丸にありますとおり、強化指定選手支援事業費負担金として、

２０２０年東京パラリンピックへの出場が期待される本県出身の強化指定選手に対して、

国外遠征費の一部を助成し、選手強化を図るとともに、２つ目の二重丸にあります障がい

者スポーツ普及促進事業委託料として、身近な地域で障がい者が日常的にスポーツを楽し

む環境を整備するため、地域でのスポーツ体験会等を実施するものでございます。

また、３つ目の二重丸、障がい者スポーツ普及促進実行委員会の開催では、障がい者ス

ポーツの裾野拡大に向けた方策の検証等を行うものでございます。
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説明は以上でございます。

古手川委員長 ありがとうございました。以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑があればお願いします。

玉田委員 ８５ページの児童養護施設退所者等支援強化事業費で、児童アフターケアセン

ターおおいたの支援スペースの拡充と。あれは生活環境部がやっている、窓口を一本にし

たところの１つですかね。

飯田こども子育て支援課長 児童アフターケアセンターおおいたと、サポステ、それと青

少年自立支援センターの３施設をワンストップということで、同一のフロアで今運営して

おります。

玉田委員 あそこの床面積というか、同じところを広げるんやったですかね。どうやった

んですかね、あそこは。

飯田こども子育て支援課長 今、現状がブースを区分けしたりとかいうことで、例えば、

アフターケアセンターおおいたでいきますと、やっぱりそこに仕事が終わって子供さんが

話に行ったりとかしたときに、ほかの相談を行っている場合、なかなか大きな声で会話が

できないとか、そういったところで少しストレスもたまるということで、隣の会議室用ス

ペースというのがたまたまあいているということで、そこのスペースを別途借り上げると

いうことで、そういう居場所づくりであるとか、あと、相談スペースの改善を図るという

ふうに考えております。

玉田委員 わかりました。

三浦委員 予算特別委員会でも委員のほうから出ていたんですけど、まず、８１ページの

おおいた出会い応援事業費。これは今までというか、市町村でもこういった事業を行って

いると思うんですけれども、県として出会いの場を提供していくということだと思うんで

すが、具体的に年に、規模も含めてどれぐらい開催を。あと、市町村でいうと委託をして

やっていると思うので、県としての進め方というか、事業の進め方。市町村の出会い事業

と県の事業がどう異なるのか、一緒のようなことをするのかというのを伺います。

２点目が、今、説明がありました８３ページ、地域の子育て応援事業費です。

８６ページの子育て支援従事者研修事業費というのが子育て中の親子の交流ということ

で、非常に現実味があって、子育てをこれからしていく家庭の皆さんが支援拠点に行って

活動とか、いろんな話をするのはわかりやすいんですけれども、保育所や幼稚園で結婚や

出産ということでちょっとわかりづらいので、イメージが湧かないので、一般の方がなか

なか見えられないというか、３千万円というかなりの大きな予算がついているので、もう

少し具体的に教えていただきたいなと思います。

以上です。

飯田こども子育て支援課長 まず、おおいた出会い応援事業費でございますけれども、概

要書の中にも書いておりますとおり、キャンペーンの実施、広域的な出会いの場づくり、

あと、ネットワーク化ということで、今、婚活といいますか、出会い応援の取り組みとい

うのは１１市町村で取り組んでおります。今回、私どもが考えていますのは、やっぱり県

内外まで広げる――いわゆる市町村域を超えて、県内でも広域、それから、県外からの参

加者も募りながら行いたいと考えておりまして、これから予算が成立すれば、企画提案方

式で民間の事業者等からアイデアをいただきながら、企画提案型でやり方を決めていきた
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いなと考えております。

また、この事業では、婚活支援者等のネットワーク化も考えておりまして、例えば、市

町村も含めた行政と婚活支援団体との連携を強めるということで、民間のノウハウを市町

村も含めた行政が知るとか、そういった効果もこのネットワーク化の中で考えているとこ

ろでございます。

それから、もう１点が地域の子育て応援事業費でございますけれども、地域のそういっ

た取り組みの場といたしまして幼稚園、保育所、認定こども園というところを想定してお

りますけれども、今、民間、私立の施設というのが２９０園ほどございます。当然、子育

て支援の強みといったものも十分に持っている施設でございますので、やはりこういった

地域で、しかも、大体地域の方からの認知も高いという施設ですので、やはり幼稚園とか

保育所、認定こども園を場として活用しながら、そういった施設が持っている強みも生か

し、そこに独身の若い方とか、結婚してまだ子供さんがいないとか、地域の一般の方に入

ってきてもらって、そこで結婚とか妊娠、子育ての楽しみというか、また各施設が創意工

夫をしながら、もしくは合同でやりながら取り組んでいただければなということで考えて

おります。

以上でございます。

三浦委員 おおいた出会い応援事業費で、地元の話で大変恐縮ですが、地元の日出町は婚

活４年目を迎え、年に４回開催をしております。結婚まで至ったケースは、町に連絡があ

ったのが１件で、年４回するうちで大体カップルが５組ぐらいできるということで、きの

う実は役場に行って担当者と話をしていたら、４年目を迎えて、そろそろ企画自体がマン

ネリ化をしてしまっているということなんですよ。なので、県内外というところが市町村

ではできない部分だと思うので、ぜひ担当者を集めてこういった会議等をやっていただき

たいなというのが１点と、少し長い目で見て、県内外の方までなので、県外の方が県内に

移住をしてもらうような、そこまでできれば、先を見通してというか、取り組みをしてほ

しいなという要望が２点。

地域の子育て応援事業費、これもきのう役場に行って担当者と話をしてみたら、実は町

内の園長会議等でこの事業の説明をしたら、できるという園は日出町ではなかったそうな

んです。非常にわかりづらいし、園としてもどうやっていいのかというのが非常に見えな

いというような声もありますので、課長が予算特別委員会のとき、一定の時期というか、

ある時期に一斉に行うというようなこともおっしゃっていたので、予算が成立したら、保

育所とか幼稚園のほうに耳を傾けて、どうやったらやりやすいのか、どうやったら取り組

みやすいのかというのをぜひもう１度声を聞いていただければなという要望にします。

玉田委員 関連でいいですか。出会いの件で、１番最初に部長とこれに公費を使うのはと

少し議論させてもらったんですけど、その議論はそれはそれとして、子ども・子育て支援

という視点でこの事業に取り組むのに少し私は違和感があるんですね。やるんだったら、

企画とか、そちらのほうの事業じゃないかなという思いがするんですけれども、事業費を

見ると３分の２が国ということで出ているので、これはやっぱりこども・子育て支援課の

ほうでこういう婚活を児童福祉の中に分類してやるというのは国からの大きな流れなんで

すか。

飯田こども子育て支援課長 私ども県として、結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない
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という考え方の中で施策に取り組んでおりますし、国が定めた少子化社会対策大綱の中で

も結婚に対する若者への支援、そういったところも大綱の中に――これは内閣府が所管を

している大綱ですけれども、そこは切れ目のないといいますか、当然、結婚して子供さん

を産み育てていただきたいという思いからですので、そういった意味で私どもが所管をす

るということは１つの流れかなと思っております。

草野福祉保健部長 補足になっているかどうかわからないんですけど、今、言いました大

綱は、確かに委員おっしゃるように、福祉保健部だけがやるものではないし、特に、今は

就労というか、お金がないから結婚できないんだという話もありますので、商工労働部も

農林水産部も、また、場合によっては女性の働き方、男性の働き方ということであれば生

活環境部、いろんなところが絡むと思うんですけれども、先ほどの児童福祉がというお話

の中でいくと、大分県の組織というのは１つの課でやっているんですけど、割と他県は実

は子育てが２つに分かれていまして、いわゆる昔の児童福祉的なものと、もう少し攻める

いわゆる少子化対策にもっと分かれていまして、そういう意味では、そこでやるというの

は、ないことではないけど、委員おっしゃるように、絶対それかというとそうでもない。

確かにこれまではどちらかというと、先般、衛藤議員の話で３世代同居の話が出ました

けれども、あれはどっちかというとＵターンで、企画でやっている市町村というのが確か

にあるんですね。それでは、必ずしも福祉でやらなきゃいけないというわけではないです

けれども、福祉もそれをやるような時代でもあるという両面があろうかと思います。済み

ません、答えになっていないですけど。

だから、先ほど課長も言いましたように、結婚、妊娠から子育てまでずっと切れ目ない

といったときに、ほかの部に振るんじゃなくて、うちがやろうよという、うちの部の姿勢

としてはそういう気持ちでいます。

河野副委員長 ６８ページの認知症対策の関係で、先ほど認知症初期集中支援チームの説

明がございました。これは昨年度から豊後高田市で初期対応チームが稼働していると。こ

れをモデル事業として県内全域に広げるためのケーススタディーとするというお話をいた

だいていたかと思います。認知症疾患医療センターとしての千嶋病院の医師を中心として、

地域のまさに福祉の最前線の方々がチームを組んでいるということであったわけですが、

その成果をまず伺って、これが認知症の対策にどのような成果が上がっているのかと。そ

れを、市町村でできるところとできないところもあろうかと思います。精神科医のいない

郡部もありますので、そういった部分で、今後これをどう県内に広げていこうとするのか、

まず、大分県内のチームがつくれる市町村が１８市町村中どのくらいあるのかということ

を含めてお聞かせいただきたいんですが、よろしくお願いします。

前田高齢者福祉課長 ２６年度から豊後高田市で初期集中支援チームが始まりました。千

嶋先生を中心に行っているわけですけれども、確かに今なかなか地域で声を上げられない、

それから、なかなかみずから診察に行けないという方に対してアウトリーチをして、現場

をよく把握できるということで、その効果というのはあるというふうに伺っております。

数をはっきりは申し上げられませんけれども、確かに受診につなげていったというよう

なことも聞いておりますので、このチームはこれから広げていく、それなりに効果のある

ものだと考えております。

それで、今回、この予算で上げさせていただいたのは、まさにチームをつくる上で研修
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を受けるというのが１つ条件になっておりますので、その研修のための費用を今回お願い

しているということでございます。２７年度については９市町がこのチームの開設に向け

て準備をし、２７年度中には立ち上げようという意向を示しておるところでございますし、

残りも２８年度、２９年度にかけてチームを立ち上げるという意向を聞いております。

河野副委員長 玖珠郡には精神科医がいらっしゃらないという場合について、内科医さん

等に精神的な問題を抱えていらっしゃる方の一時的な相談対応をしていただく取り組みを

医師会等を中心にやっていただいているかと思うんですが、こういった支援チームをつく

るという部分について、医療ソースが限られているところについて何らかの対応というか、

検討されていらっしゃるんですか。

前田高齢者福祉課長 １つは、いつも申し上げておりますように、地域でオレンジドクタ

ーというのを養成しております。これが２６年度末で３６１名、地域で活躍をされており

ます。そしてまた、そのオレンジドクターを養成するサポート医と。オレンジドクターの

先生といいますか、要するにサポート医でございまして、オレンジドクターの中に含まれ

るんですけれども、２６年度末で５２名ほど養成をされております。こういったオレンジ

ドクターとかサポート医といろいろ連携しながら、必要なときには助けをいただくとかい

うような形をとっていこうと考えております。

河野副委員長 別の関係で、子供の貧困対策ということが今回議論になっております。国

の調査によりますと、貧困家庭のうち、特にひとり親世帯の貧困率が高いということで、

その辺で余りこれまで議論になっていないんですが、死別という話はあれなんですけど、

いわゆる生別によるひとり親世帯の増加という部分に対する何らかの対処の必要性という

のを行政で検討されているというのはあるんでしょうか。

これまでなかなか家庭生活であるとか、そういった部分について行政は口出ししないほ

うがいいという抑制的な部分があったかと思うんですけれども、要するに子供という視点

から見たときに言えば、子供の育成環境であるとか、そういった部分で、やっぱり負の部

分がどうしてもあるんだということについて、そういったひとり親にさせないための何ら

かの対策みたいな形が必要じゃないかなという声があるんですが、それについての何かお

考えがあれば聞かせてください。

飯田こども子育て支援課長 子どもの貧困対策計画、それから、ひとり親家庭についての

質問でございますけれども、確かにひとり親家庭の半分以上が相対的貧困状態にあるとい

った国のデータもございます。子どもの貧困対策計画を考える上で、やはりひとり親家庭

に対する支援というのが大きな柱の１つになろうかと思います。

今、計画策定ということで取り組んでおりますけれども、基本は国の定める大綱の中で、

教育の支援でありますとか生活支援、それから親の就業支援、そして経済的支援と、この

４つの重点的な柱をもとに計画の組み立てを今しているところですけれども、繰り返しに

なりますが、やはりひとり親家庭に対しての支援というのは十分に注意をしながら計画の

中で一定の議論をしていきたいというふうに思っています。

河野副委員長 これに関連して、先ほどの婚活支援の問題にも絡んでくるんですけれども、

昔は仲人さんがいらして、いろんな家庭内危機という部分についても相談役として機能し

ていた。それが今、仲人といった、おせっかいを焼く人がいなくなって、歯どめがなくな

って非常に簡単に離婚する。ひとり親世帯が簡単にできてしまうという現実を見ていらっ
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しゃる方もいて、そういう家庭内の問題があったときにどういった相談役が、家庭が分裂

してしまうことを防ぐために機能するのかなという機能を求める声もあるんですが、どの

部署というのはわかりませんけれども、そういった声に対して何らかの形で。

ある北陸の県では数十年間、財団法人が仲人事業をやっていまして、そこが家庭内危機

に対しても相談役というのを養成しているんですね。そういった現実もあって、そこら辺

に対して県が非常に支援をしているという声も聞いておりまして、何らかの支援が必要な

のかなという感じもしております。

やっぱり子供の視点で見たときに、大きなデメリットがあるということも踏まえて家庭

内の問題というのを検討しなきゃいけない。一旦冷静になっていただくための何らかの手

段が要るのかなと思うもんですから、もし今後、そういった課題を認識していただけると

するならば、ぜひ何らかの方策を探っていただきたいなと。これは要望です。

平岩委員 補正予算ではないんですけれども、８１ページの児童措置費の右側の事業概要

の中に扶助費で四角囲みのところがあるんですね。ほかのところはわかるんですけど、助

産施設２カ所というのがどういうところなのかを教えていただきたいのと、それから、１

番下に自立援助ホームがあります。これは恐らくことし４月に開校した「みらい」のこと

を言っているのだと思うんですけれども、大在にあった自立援助ホームが１校、今、休館

状態になっています。課長さんとお話を１回したこともあるんですけれども、「ふきのと

う」というところだったんですが、開設して１０年で比較的アットホームでやってきたん

だけれども、それがうまくいかなかった。措置される子供が減っていったと思うんですけ

れども、「ふきのとう」がどうして子供の措置──子供じゃないですね、もう１８歳過ぎ

た人たちですけれども、減っていったのかということと再開のためにどういう支援ができ

るのかなというところを、急に振って悪いんですけれども、ちょっとお話ししていただけ

ればと思います。

飯田こども子育て支援課長 まず、児童措置費の中の助産施設２カ所でございますけれど

も、国東市民病院と中津市民病院の２カ所に助産施設が整備をされております。

それから、自立援助ホームでございます。委員から話がございました「ふきのとう」で

ございますけれども、この施設につきましては、措置費支弁対象施設ということで、児童

相談所が措置をするという形になります。どうしても児童相談所が、誰でもいいというわ

けにもなかなかいかないというふうに聞いておりまして、やはり措置する子供さんの状態、

状況、そういったところも判断しながら児童相談所として措置をお願いするか、そのあた

りの判断というのがあるということで、そのあたりでなかなか適合するといいましょうか、

そういったふさわしい子供さんというのがなかなかいなかったりで、結果として措置まで

至らなかったといったこともお聞きをしております。

「ふきのとう」さんは、今、休止中ということで、私どももやはり長い歴史を持ち、ま

た、退所された子供さんが夏休みなんかを利用して「ふきのとう」にまた顔を出すとか、

そういった関係性も維持をしている。そういった意味では、「ふきのとう」の施設長さん

もこれまでの取り組みについては非常に私どもも敬意を表しております。いろいろほかの

事業ができるかどうかというようなところも、今、理事長さん、施設長さんも考えておら

れると聞いておりますので、県として、またそのあたりのお話もちょっとお聞きをさせて

いただこうかなと思っているところです。そこはまた「ふきのとう」さんのほうから、県
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として何かお手伝いができるものがあるかどうか、そういったところは話をさせていただ

く中で考えていきたいと思っております。

平岩委員 さっき助産施設は国東市民病院と中津市民病院と言われました。これはどうい

うふうに捉えればいいんですかね。例えば、親がいない子供たちは、生まれた後、３歳ま

では乳児院に行くという状況なんですけど、そこで厳しい環境の女性が……。定員１０人

になっているんですけど、そこでお産をされるまでの状態を保護されると捉えればいいん

ですかね。

飯田こども子育て支援課長 あくまでも児童福祉施設としての助産施設ということですの

で、やはり経済的な理由でなかなか一般の病院とか助産所が利用できないという方が利用

される施設というふうに理解しておりますけれども……。

済みません、失礼いたしました。先ほど国東市民病院と中津市民病院というふうに申し

上げましたけれども、大分市医師会立アルメイダ病院の助産所と中津市民病院ということ

でございまして、やはり当座の経済的な困窮とかで一般の施設が利用できない方がこうい

った助産施設を利用されると聞いております。

平岩委員 ありがとうございました。

自立援助ホームに関してですけれども、「ふきのとう」と新しくできた「みらい」はカ

ラーが違うし、「ふきのとう」はどちらかというと家庭的な、アットホームな環境の中で

支援をしてきたという経緯もありますし、やっぱりこれをなくしてはいけないなと思って

います。だから、支援をどうしたらもう１度再開できるようになれるのかというところも

含めて、やっぱり寄り添っていただきたいなというふうに思います。「みらい」のほうは

男の子中心ですし、「ふきのとう」は、こういう環境の中で支援が必要な女の子たちもい

ますので、どうして措置されなくなったのかな。そこに入る子供たちの状態だけではない

のかもしれないというような思いもしているんですけれども、いずれにしても、自立援助

ホームが県内に２カ所あるから必要ないんじゃなくて、本当にこれからもっと必要になっ

てくる施設かもしれないと思いますので、ぜひまた「ふきのとう」もしっかりと支援して、

相談に乗っていただきたいし、私もまた見ていきたいと思いますので、これは要望として

お伝えをしておきます。お願いいたします。

古手川委員長 最初の部分の説明も、先ほどの説明でよろしいですか。

平岩委員 はい、いいです。

三浦委員 １１０ページ、障がい者スポーツ選手育成・強化支援事業費。これは教育委員

会のほうでは２０２０年の東京オリンピックに向けて、具体的に県出身の選手を何名出す

という具体的な数字も出したんですけれども、パラリンピックはどうでしょうか。直近の

パラリンピックで県内出身の選手は何名ぐらい出ているのか。なおかつ、２０２０年オリ

ンピック・パラリンピックに向けては何名目標というか、そういうのはあるんでしょうか。

髙橋障害福祉課長 直近のパラリンピックの県出身者ですけれども、たしか４名出場をし

ております。２０２０年の目標人数というのは今、特に掲げておりません。今回の強化指

定の対象者が９名想定をしておりますので、その数よりも少し上を狙うべきだろうなとは

思っておりますが、具体的に何名というのは今のところ出しておりません。

三浦委員 ありがとうございます。

やっぱり障がいの有無にかかわらず、少し予算的に見るとパラリンピックの出場選手に
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かける予算のほうが少ないなというふうに、就職支援とかというのを東京オリンピックの

ほうはやったりしているので、ぜひ今後も続けていく事業だと思いますので、しっかりと

した予算を組んでいただいて、今おっしゃるように、候補の数が９名いるということで私

たちも楽しみにしております。よろしくお願いしたいと思います。

以上です。

古手川委員長 それではほかにご質疑等もないので、これより、先ほど審査いたしました

生活環境部関係部分とあわせて採決いたします。

第６６号議案のうち、本委員会関係部分については、原案のとおり可決すべきものと決

することに、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

古手川委員長 ご異議がないので、本案のうち、本委員会関係部分については、原案のと

おり可決すべきものと決定いたしました。

次に、第７５号議案養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正について、執行部の説明を求めます。

前田高齢者福祉課長 お手元の福祉保健生活環境委員会資料の１ページをお開きください。

第７５号議案養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正につ

いて、ご説明申し上げます。

なお、資料左上にも記載していますが、議案書は３９ページでございます。

まず、１改正の理由ですが、国の省令の改正に伴い、養護老人ホームの設備及び運営に

関する基準を定める条例について、所要の改正を行うものでございます。

次に、養護老人ホームについてご説明します。

下の図は、養護老人ホームの３つの形態を示しております。左側は、通常の養護老人ホ

ームであり、家族や住居の状況などの環境上の理由と経済的な理由により在宅生活が困難

な高齢者を市町村の措置により入所させる施設ですが、現在、県内に１９施設ございます。

次に、中ほどですが、平成１８年度から外部委託により、入所者に対して介護サービスを

提供する施設として、外部サービス利用型の指定が認められることとなり、介護を要する

入所者の増加や、重度化等に対応できるようになりました。なお、こちらは現在、県内の

養護老人ホーム１９施設のうち、７施設ございます。

今般、右側に記載のとおり、平成２６年度の介護保険法の見直しを受け、本年度から、

施設みずからが入所者に対して介護サービスを提供する一般型の指定を受けることができ

るようになったことから、入所者への効率的なサービス提供等が可能となりました。なお、

事業者は、指定を受けるに当たり、外部サービス利用型もしくは一般型のどちらかを選択

できることとなっています。

続いて、２改正の内容ですが、一般型も選択可能となったことに伴い、条例中の３カ所

における職員の配置基準について一般型を含めた形に見直し、一部改正するものでありま

す。

具体例として、①では、支援員の配置数の算定根拠となる一般入所者の定義を改めるも

のであります。現行では、全体入所者から外部サービス利用型のサービスを受けている入

所者を除いた数としておりますが、改正後は、控除する入所者の数に一般型のサービスを

受けている入所者の数を加えるものであります。その他の２カ所についても、それぞれ一
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般型を含めた定義に改めるという文言の整理を行っております。

最後に、３施行期日については、公布日施行としています。

説明は以上でございます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑があればお願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

古手川委員長 別にご質疑等もないので、これより採決に入ります。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決することに、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

古手川委員長 ご異議がないので、本案は原案のとおり可決すべきものと決定いたしまし

た。

次に、第７６号議案児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

について、執行部の説明を求めます。

飯田こども子育て支援課長 資料の２ページをごらんください。

第７６号議案児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正につい

て、ご説明申し上げます。

まず、１改正の理由でございますが、第４次地方分権一括法の施行及び平成２６年の地

方からの提案等に対する対応方針による基準省令の改正に伴い、児童福祉施設の設備及び

運営に関する基準を定める条例について所要の改正を行うものでございます。

２改正の内容についてですが、資料左側の（１）第４次地方分権一括法による基準省令

の改正では、児童福祉施設の職員資格要件の一部改正として、児童福祉施設職員の養成学

校等の指定権限が国から都道府県に移譲されたことにより、条例中の地方厚生局長等を都

道府県知事に改めるものでございます。

なお、現在、県内に養成学校等はございませんので、今回の改正による特段の影響はな

いものと考えております。

次に、資料右側の（２）地方からの提案等に対する対応方針による基準省令の改正では、

保育所の保育士配置に係る特例の改正として、乳児を４人以上入所させている保育所にお

ける保育士の数の算定に当たり、特例として認めている保育士とみなすことができる職種

に准看護師を追加するものでございます。

なお、この職種の見直しは、九州地方知事会の共同提案により実現したものでございま

す。

３の施行期日については、公布の日としております。

説明は以上でございます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑があればお願いいたします。

〔「なし」と言う者あり〕

古手川委員長 特にご質疑等もないようでございますので、これより採決に入ります。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決することに、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

古手川委員長 ご異議がないので、本案は、原案のとおり可決すべきものと決定いたしま
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した。

次に、県内所管事務調査のまとめについて、執行部より説明をお願いいたします。

草野福祉保健部長 ご説明申し上げる前に、お礼を申し上げたいと思います。

委員の皆様には、６月の７日間にわたり、我々福祉保健部が所管しております地方機関

並びに福祉施設等を調査いただきました。また、現場では、貴重なご意見、ご指導を賜り、

まことにありがとうございました。

我々も皆様方のご意見等を真摯に受けとめながら、今後の保健・医療・福祉行政を進め

てまいりますので、今後ともご指導、ご支援をお願いしたいと思います。

本日は、調査の中で委員からご意見・ご質問をいただきました情緒障害児短期治療施設

「愛育学園はばたき」の現状と課題について、担当課長から説明させますのでよろしくお

願いいたします。

飯田こども子育て支援課長 情緒障害児短期治療施設「愛育学園はばたき」の現状と課題

についてご説明申し上げますが、資料３ページの情緒障害児短期治療施設の概要につきま

しては、先の県内所管事務調査の際に、勝谷施設長さんからご説明をいただいております

ので、割愛させていただきます。

それでは、資料の４ページをごらんいただきたいと思います。

まず、１の現状の（１）入所児童の状況でございますが、現在「愛育学園はばたき」で

生活している５名の児童は、全員が虐待などの不適切な養育を経験しております。

開設当初は、それぞれの児童が新しい生活に戸惑い、落ちつかない様子も見られており

ましたけれども、施設での生活を続けるにつれて、徐々に落ちつきを取り戻しつつあり、

現在では、全員が治療を拒否することなく取り組むことができております。

また、学校との緊密な連携のもと、以前は授業中３０分も着席することができなかった

児童が、現在では普通に授業を受けることができるようになるなど、治療の効果も徐々に

見え始め、児童自身の成功体験にもつながっているところでございます。

次に（２）の職員の状況でございますが、県内初の情緒障害児短期治療施設であること

もあり、児童の支援に当たる職員の戸惑いや経験不足は否めないということでございます。

特に、開設直後は、職員・児童ともに落ちつかず、職員が混乱する場面も見られており

ましたが、職員が児童の個性について理解を深めるにつれて、徐々に落ちついた対応がで

きている一方、日々の児童への対応に負担感を感じている職員もいるところでございます。

このような状況の中、２の課題にございますように、日々、児童への対応に追われ、施

設として個々の職員のスキルアップに取り組む余裕がないこと、個別的・専門的支援に取

り組む体制づくりについてのノウハウがないため、児童への十分な支援が困難であること、

さらには職員の負担感が増大していることが、現在の課題として挙げられます。このため、

職員の負担軽減を図るためにも、職員の援助スキルの向上及び効果的な支援体制の構築が

不可欠であると考えております。

そこで、３の解決に向けた取り組みにありますとおり、（１）施設の取り組みでは、①

職員の援助スキルの向上のため、豊富な知識と経験を有する臨床心理士をスーパーバイザ

ーとして採用し、その助言指導を通じて、チームとしての援助技術の強化を図っていると

ころでございます。

また、②効果的な支援体制の構築のためには、情報ノートによる児童の情報共有の徹底
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や、幹部職員と職員との個別面談による処遇に対する意見集約を行っているところであり

ます。

また、（２）の県の取り組みとしましては、①職員の援助スキルの向上のため、保育士

資格を持つ県職員を派遣するとともに、一時保護所で施設職員の実地研修を実施しており、

さらには、②効果的な支援体制の構築のために、処遇困難となった児童の再アセスメント

のための一時保護の実施や、施設のカンファレンスに児童相談所の職員を派遣することな

どに取り組んでいるところでございます。

こうした取り組みにより、「愛育学園はばたき」の入所児童に対する支援体制の強化を

図ることが可能となり、児童の最善の利益の実現につながるものと考えております。

説明は以上でございます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑がありましたらお願いします。

平岩委員 私たちが「はばたき」に行ったときには、ちょうど小学生が勉強が終わって、

こっちに帰ってきたときで、何か元気そうに見えたし、お話しもできたし、落ちついてい

るのかなと思って、学校の職員たちに聞くと、「うん、大丈夫よ」みたいな話なんですけ

れども、あのときに１人、とても大変なお子さんがいらっしゃって、その子に物すごくみ

んなが集中してケアしているけれども、逆に、職員が疲弊し切っているみたいな印象も受

けましたし、そういうお話もお聞きしました。勝谷施設長もそんなお話を直接はっきりと

言われていたので、その人がどの程度落ちついてきたのかなというところがとても気にな

っていたのですけれども、それによって周りもみんな疲弊していって、それが連鎖になっ

ていってというところもとても心配していた。

「日々の児童への対応に負担感を感じている職員もいる」というオブラートで包んだよ

うな表現をされていますけれども、実際、やっぱり厳しいものがあるんだろうなと思うし、

本当に元気だったらあそこに行かない子供たちなんですよね。だから、本当はいろんなこ

とがあって当然なんだけど、経験が少ないと本当に自分が傷つけられてしまうというとこ

ろがあるんだろうなと思いながら、１番厳しかったお子さんは今どの程度なのかというの

がわかったら教えてください。

飯田こども子育て支援課長 今、施設からお聞きしている話では、今、在宅というか、保

護者、お母さんのもとに戻られて、あとは嘱託の精神科の先生の外来での受診を継続をし

ながら、今、在宅で過ごされているということをお聞きしております。

平岩委員 ありがとうございました。お母さんがそれを認めて、１回在宅になったんだっ

たら、それはそれで方向性が見えてくるのかもしれませんけれども、職員はその負担が取

り除かれたけれども、やっぱりなれない子供たちとの対応の中できつい部分もあるという

ことですね。

飯田こども子育て支援課長 やはりいろいろお聞きをしますと、子供さんの状態に非常に

波があると言いますか、非常に攻撃的な行為を示す一方、夜、寝るときに１人で寝られな

いので添い寝をしてくれとか、そういったことを求める子供さんもいらっしゃいます。や

はり１日の間でも、精神的な状態も含めたリズムに非常に幅があるということで、それに

対して、やっぱり施設の職員さんもそういった情緒障害児短期治療施設での勤務経験のあ

る方も中にはいらっしゃるんですけれども、やはりほとんどの方は初めて経験するという
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ところで、チームケアを構築していくことで日々のお子さんの支援をするというところが

やっぱり職員さんにとって負担になっているのかなと。

そういった意味では、スーパーバイザーの方を法人として採用して、そこで、いわゆる

スーパーバイズをしていただくとか、あと、やっぱり情報の共有ということで情報ノート

を使って、要は職員さんによって支援の仕方が違うということがないように、やっぱりチ

ームできっちりと支援をする。その振り返りをケースカンファレンスの中で、さらに、そ

こに第三者として児童相談所の職員も行って、そこで助言をするといったことを通じて体

制の整備を図っているところでございます。

平岩委員 ありがとうございました。私は専門家でも何でもありませんけど、この情短施

設ができるのが決まったときに、とにかく最初から多くのことを望まないようにしましょ

う、ただ、職員が本当にいきつかないように、子供の支援を息長くやっていかなきゃいけ

ないから、まずは看護師さんも、学校の先生、スタッフ、ドクターも、みんな気持ちを１

つにして前に進めるような施設になるといいということを質問させていただいたんですけ

れども、やっぱり本当に地域にいたらすごくきつい子供たちが入っているので、絶対最初

からうまくなんかいかないと思うんですよね。だから、そこをみんな乗り越えて行くし、

きつさを共有してあげるような環境ができるといいなと思いますので、ぜひよろしくお願

いいたします。

古手川委員長 ほかにご質疑等もないようにありますので、県内所管事務調査のまとめを

終わります。

次に、執行部より報告をいたしたい旨の申し出がありましたので、これを許します。

まず、①の報告をお願いいたします。

草野福祉保健部長 では、お手元の資料、新たな政策・施策と主な取り組み（案）をごら

んいただきたいと思います。

大分県長期総合計画の策定について、趣旨や基本目標等については、既に生活環境部か

ら説明していますので省略させていただきます。

それでは、福祉保健部関係の項目についてご説明申し上げます。１ページをごらんくだ

さい。

まず、安心分野１一人ひとりの子どもが健やかに生まれ育つ社会づくりの推進の（１）

次代を担う子どもを社会全体で支える環境の整備でございます。

先月末に公表された国の成長戦略や骨太の方針においては、子育て支援の今後の方向性

として、多子世帯への経済的な支援や、保育等の量的拡充及び質の向上が示されたところ

です。

子育て満足度日本一を目指す県といたしましても、主な取り組み、①地域における子育

て支援の充実の１つ目のポツにありますが、多子世帯に対する保育料の減免など経済的支

援の充実や、２つ目のポツ、病児・病後児保育の実施のさらなる促進などに取り組みます。

また、１番下のポツにありますように、包括的に相談や助言に応じる利用者支援事業や、

子育てほっとクーポンの活用などにより、一時預かり等の子育て支援サービスの周知及び

利用促進に取り組んでまいります。

次のページをごらんください。

目標指標としては、病児・病後児保育の実施施設数のほか、子育て支援サービスのコー
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ディネートを行う子育て支援員や、放課後児童クラブで働く放課後児童支援員といった専

門的な研修を修了した子育て支援者数を設定し、人材の育成に力を入れていきます。

３ページをお開きください。

（２）きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援です。

主な取り組みとしては、次のページになりますが、③の２つ目のポツ、家庭的雰囲気の

中で養育できるよう里親制度の普及・啓発や里親等委託を推進するほか、世代を超えた貧

困の連鎖を防ぐため、⑤にありますように、子どもの貧困対策に関する計画を策定し、教

育、保護者に対する就労支援などの総合的な対策の推進に取り組みます。

なお、目標指標は、社会的養護の充実を図り里親等委託率としています。

５ページをお開きください。

新たな施策として、（３）結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進について取

り組みます。

全国的に晩婚化・未婚化が進み、国においても結婚支援の必要性が指摘される中、県で

は若者の出会いへの支援として、先ほども話が出ましたが、主な取り組み①の２つ目のポ

ツにありますように、市町村やＮＰＯ等と連携した出会いの応援事業を実施します。既に

出会いや結婚に関する支援を実施している市町村もありますが、全ての市町村で何らかの

支援が行われるよう、次のページに目標指標としても設定しました。

７、８ページでは、子育て満足度日本一が目指す５つの具体像を示しております。満足

度を総合的に評価する指標として１０の指標を設定しています。なお、子育て満足度を高

めるためには、安心分野だけでなく各分野、各部局の施策が実現されることが重要と考え

ております。

続いて９ページをお開きください。

２健康長寿・生涯現役社会の構築～健康寿命日本一の実現～の（１）みんなで進める健

康づくり運動の推進です。

国においては、増嵩する社会保障費への対応にも関連して、医療保険制度改革や、健康

・予防サービスのニーズに応えるヘルスケア産業の創出などを成長戦略に掲げています。

本県では、そのような全国的な流れを捉え、県民一人ひとりが健康で活力あふれる人生

を送ることができるよう、健康寿命日本一を目指してさまざまな施策に取り組みます。

主な取り組みですが、まずは①健康づくりのための県民運動の展開として、１つ目のポ

ツ、ライフステージに応じた県民総ぐるみの健康づくりの推進や、次のページ１番上のポ

ツ、健康増進・予防への取り組みを促すためのインセンティブ付与制度の導入などを実施

します。その他、生活習慣病対策や、健康づくりに取り組みやすい社会環境の整備などを

進めます。

効果が出るまで時間が必要な取り組みではありますが、目標指標としては健康寿命を掲

げ、１０年後の日本一を目指して取り組みます。

１１ページをお開きください。

（２）安心で質の高い医療サービスの充実です。

基本方針としては、救急医療・災害医療体制の一層の充実や、地域医療を担う医師等の

確保に加え、３つ目のポツにありますように、医療機関等の機能分化と連携を推進し、病

床の確保や在宅医療の充実等、地域にふさわしいバランスのとれた医療提供体制の整備な



- 39 -

どに努めてまいりたいと考えています。

次のページをごらんください。

そのための主な取り組みとして、①医療従事者等の育成・確保や、②救急医療等医療体

制の充実・強化に取り組むほか、③の１つ目のポツですが、今後策定予定の地域医療構想

（ビジョン）に基づきまして、医療機能の分化・連携による切れ目のない医療提供体制の

確立などに取り組みます。

目標指標としては、地域の基幹病院である、地域中核病院の医師充足率を設定しており

ます。

１３ページをお開きください。

（３）高齢者の活躍と地域包括ケアシステムの構築です。

高齢者が豊かな知識や経験を生かし地域活動に参画することができるよう、主な取り組

み①の１つ目のポツですが、元気な高齢者による子育て支援や高齢者に対する見守り、声

かけなどの地域活動への参加促進に取り組みます。

次のページをごらんください。

医療・介護を必要とする高齢者を社会全体で支え、住みなれた地域で安心して暮らせる

よう、②の３つ目のポツ、介護福祉機器や介護ロボット等の導入による介護職の負担軽減

や、５つ目のポツ、地域ケア会議の充実と自立支援型ケアマネジメントの推進などに取り

組んでまいります。

目標指標は、６５歳以上のボランティア活動参加者数及び要介護認定を受けていない高

齢者割合の全国順位です。

続いて１５ページをお開きください。

３の（１）障がい者が安心して暮らせる地域生活の推進です。

障がい者が地域で安心して生活していくためには、先入観や偏見、誤解などにより不利

益をこうむることがないよう、地域住民の理解の促進や相談・紛争解決のための体制を整

備する必要があります。

そこで主な取り組みとして、次のページ①の１つ目のポツですが、差別解消に向けた県

条例を今後制定し、障がいに対する理解の促進や、障がい者の権利擁護といった体制の整

備に取り組みます。また、②の最後のポツ、障がい者（児）に対応可能な歯科診療体制の

整備を進めるほか、自立や社会参加を後押しするため、④の２つ目のポツ、障がい者アー

トに対する県民理解の促進や、創作活動に関する環境づくりへの支援などに取り組みます。

目標指標はグループホーム利用者数です。

１７ページをお開きください。

（２）障がい者の就労支援では、身体障がい者だけでなく、知的障がい者や精神障がい

者の雇用を促進し、障がい者雇用率日本一を目指します。

１８ページをごらんください。

そのために、主な取り組みとして、①の１つ目のポツですが、福祉・医療の分野を初め

とした各業種における障がい者雇用の促進や、②の１つ目のポツにありますように、共同

受注、共同販売体制の確立などに取り組み、障がい者の工賃向上につなげます。

目標指標は、障がい者雇用率の全国順位及び障がい者の福祉的就労に係る平均工賃月額

の全国順位とし、雇用率はもちろん１位を、工賃月額は全国トップレベルとして５位以内
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を目指していきます。

少し飛びまして、資料の３９ページをお開きください。

安心分野７地域社会の再構築、（１）つながりを実感する地域社会の実現です。

少子高齢化の進行等に伴い、社会的孤立状態にある人が増加していることを踏まえ、地

域の福祉ニーズに対応する人材の確保・育成や県民同士の支え合い・公的サービスの整備

が求められています。そのため、次のページの主な取り組みの①地域福祉を推進する体制

づくりでは、市町村社会福祉協議会に、地域資源を把握し地域住民と連携した取り組みを

してもらいたいと考えています。また、地域の福祉基盤を強化し、③の１つ目のポツ、生

活に困窮する人が自立できるよう関係機関や地域で包括的に支援する体制の整備などに取

り組んでまいります。

県内どこの自治会に住んでいてもサロン等の交流の場に参加できるよう、目標指標は、

住民がサロン等交流の場に参加できる自治会の割合としています。

少し飛びまして、資料の５１ページをお開きください。

９安全・安心な風土づくりと危機管理体制の充実の（４）感染症・伝染病対策の確立で

す。

現状と課題にありますように、新型インフルエンザの発生が依然として危惧され、さら

にエボラ出血熱やＭＥＲＳなど新興感染症の脅威も増していることから、感染症に対する

迅速かつ適切な対応を、さらに進めていくことが求められています。

次のページをごらんください。

そこで、主な取り組み①の３つ目のポツにありますように、海外で発生している新興感

染症等への取り組みの強化や、その下のポツ、院内感染対策の徹底や感染症指定医療機関

などの体制整備の推進などに取り組んでまいります。

目標指標としても、新型インフルエンザ等感染症発生時の広域対応訓練への参加機関数

を設定し、感染症発生時の関係機関の連携強化を図ります。

福祉保健部の施策に係る説明は以上です。

ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。委員の皆さん、質疑がありましたらお願いします。

三浦委員 １ページ、次代を担う子どもを社会全体で支える環境の整備の目標指標。専門

的な研修を修了した子育て支援者数、平成２６年度基準値が８５名で、平成３１年度に１，

８５０名と、かなりの数なんですけれども、まず、専門的な研修を修了した子育て支援者

というのはどういった方を指すのかが１点と、３１年度に１，８５０名に至った数字の積

み上げといいますか、経緯をまず伺いたいと思います。

２点目が９ページ、健康寿命日本一の実現。これは私も一般質問をさせていただいたん

ですけれども、この目標指標は、１０年後に日本一を目指すということですが、この長計

の中でですけど、県民の皆さんにまだまだわかりづらいとは思うんですよ。もっと具体的

に、例えば、県民の皆さんがこの健康寿命日本一に向けた県の取り組みとして、これを見

てもわかりづらいと思うんですよ。何かもっと具体的なものがないと、掲げているのと取

り組みがちょっとアンバランスかなと思うので、その辺は部長に伺いたいと思います。

飯田こども子育て支援課長 資料２ページの目標指標の中の専門的な研修を修了した子育
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て支援者数ということでございますが、この専門的な研修につきましては、放課後児童ク

ラブに従事する児童支援員さんにつきましては、本年度から、研修を受けていただくとい

う制度が始まります。ですので、放課後児童支援員さんと、それから、子育て支援員さん

ということで、先ほど補正予算のところでも少しご説明させていただきましたけれども、

地域子ども・子育て支援拠点に従事される職員さん、それから、利用者の支援、いわゆる

相談支援に従事される方、そして、昨年度から保育所と認定こども園の保育士さんでコー

ディネート、特別な支援が必要な子供さんとか、あと、家族の方に対する窓口になり得る

ようなコーディネート、いろいろサービスをつなげたりとか、そういった保育コーディネ

ーターというのを保育所と幼稚園で今養成をしておりますので、そういった３つの職種を

想定して、この指標について目標値として掲げております。

数的にちょっと多いのは、やはり放課後児童支援員さんですね。放課後児童クラブの支

援員さんの養成というのは一気にできませんので、放課後児童支援員さんに年間３００人

ほどを平成３０年ぐらいまでやって、あとはまた１００人ぐらいの養成を今考えておりま

すので、そういった意味で、８５名から１，８５０名とかを今考えてございます。

以上です。

草野福祉保健部長 健康寿命についてお答えいたします。

まず、確かに急に全国下位のほうからトップになるよと言ってもまずわからないという

ことで、目標数値は、まだほかのものも幾つかサブ的に示そうかなということで議論して

いるところなんです。例えば、肥満者の割合が数が出ていますので、男性の割合を何％か

ら何％に減らすとか、あと、例えば、食塩の摂取量なんかも出ていますので、それをどう

いうふうにするんだとか。あと幾つかですね。例えば、日常生活における平均歩数なんか

も出ていますので、そこら辺をどのぐらいの目標に置くとか、今いろんな議論をしていま

すので、そのうちの幾つかをある程度県民に見せるような形で、「今、皆さんはここです

よね」と、そして、「今後こうですよね」というような取り組みをしていきたいなと思っ

ています。

それと、具体的な取り組みを知事のほうからも少しご説明を申し上げましたけど、やは

り今も各地域でいろんな活動をしていただいています。日出町でもいろんなことをやって

いただいていますし、各市町村でいろんな取り組みをやっています。各企業もいろんなこ

とをやっています。そういうのをまず全体として取りまとめていくというか、皆さんの活

動というのは健康寿命日本一に向けた活動ですよねと盛り上げていくのが必要だと思って

います。いろんな団体、経済団体、マスコミとか、医療関係者、今まであんまり関係なか

ったような団体も、今、例えば、ごみゼロなんかでもいろんな団体が入ってやられていま

すけど、ああいう形で県民組織をまず立ち上げたいと考えています。

庁内も実は今しっかりした組織がないので、全部局を盛り込むような組織をまず立ち上

げたいと思っていますし、実際には、知事も申し上げましたけど、例えば、見える化で、

先ほど言いました目標数値を、「今、あなたの段階はここです」という個人的な段階でも

お見せしますし、例えば、「あなたの市町村は健診率はこんなに低いですよね」とか、

「あなたの企業は肥満者が多いですよね」とか、そういうのも見える化していって、なお

かつ頑張っているところは健康経営企業とかいう形で表彰していく。または市町村でも医

療費削減をこんなにしたよねというところは表彰するとか、そういうインセンティブもつ



- 42 -

けて広めていきたいということと、あと、もう１つ非常に重要だなと思っているのは、自

然にそういう環境になるように。今、世の中でやられているのは禁煙。喫煙できる場所が

どんどん減っています。これも実は皆さん意識していないけど、たばこを吸えないわけで

す。たばこを吸うなというよりも、吸う場所が少なくなるほうがいい。レストランに行っ

たら、自然に注文したものが減塩ならば皆さんそんな意識しなくてもいいと。そういうこ

とも含めて、いろんな各界各層に働きかけながら、県庁が単に旗振るだけじゃなくて、い

ろんな人に参加してもらうようなことを今考えておりまして、具体的にはこれからもう少

し詰めていきたいと思いますので、またご支援をいただきたいと思います。

三浦委員 健康寿命は、今、まさに部長がおっしゃるとおりで、やっぱり県民総ぐるみと

言いますか、皆さんが関心を持って取り組めるような。質問の中でも触れましたけど、や

っぱり私たちみたいな若年層といいますか、あんまり関心がない世代にどうアプローチし

ていくかがその後の１０年、１５年にかかわってくると思うので、ぜひ取り組みに期待し

ていますので、お願いしたいと思います。

次代を担う子どもを社会全体で支える環境の整備の指標なんですけど、今、課長からご

説明いただきましたが、放課後児童クラブ年間３００名と。子育て支援拠点といって、ま

さに拠点ですから、例えば、うちで言うと拠点が１カ所しかないとかなんで、そういった

方々の子育て支援者数をふやすというのは、今、話を聞くと１，８５０人というのはなか

なか難しいんじゃないかな。せっかく目標を掲げられているので、ぜひその目標を達成で

きるようにしていただきたい。

再度、もう１点で、１，８５０人に積み上がった経緯が少し抜けていたと思いますので、

もう１度伺いたいと思います。

飯田こども子育て支援課長 １，８５０人につきましては、平成２７年度、今年度の見込

みとして、放課後児童支援員を３００人。これは計画的に研修をやるということで３００

人。それから、拠点のスタッフを含めた子育て支援員として５０人、保育コーディネータ

ー１６５人。合わせますと５１５人になるわけですけれども、次の２８年度について、ほ

ぼ同じ研修を受けた方を確保していく。ですから、ここで言っているのは、累積といいま

すか、そういう形で平成３１年度に１，８５０人の方が専門的な研修を修了したという状

態に持っていきたいという考え方になっております。

三浦委員 放課後児童クラブとしても、やっぱり働き方によって参加している児童と参加

していない児童というのもいますので、こういった専門的な研修をしている方が多くいる

にこしたことないので、私も今お話を聞いて、今後はもうちょっと注視していきたいなと

思いますので、取り組みをよろしくお願いします。

玉田委員 １つは、１１ページの安心で質の高い医療サービスの充実の中で、今回、初め

てですかね。これからの基本方向の中の４つ目のところで、夜間・休日に対応可能な県立

精神科の設置に向けた検討を行うということで、大分県は公的病院の精神科というのはな

いということだったですね。（「ないです」と言う者あり）その検討を始めるということ

で、それについてもう少し詳しくお話を聞ければということをお願いします。

それと、１８ページのところで、さっき部長も少し言われていましたけれども、障がい

者の就労支援の件で、これだけじゃないんですけれども、ほかにも、こういう社会がなっ

たらいいなということでやっているいろんな計画がずっとあります。でも、現実にはいろ
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んな壁があって、はね返されてきているというのが随分あって、就労支援というのは、も

しかしたらその中の１つかもしれないんです。書きぶりとしてはこういうふうに書いてい

くんだけれども、現実になると、担当者が大変だったり、そこにいる人たちが大変だった

りする状況が生まれているということで、書きぶりとしてはこういうところが限界だとい

うのは重々わかっているんですが、これをするために、今までのやり方と何か視点を変え

てやらなくちゃならないとか、仕組みを変えるとか、そういう部分で何か必要なんじゃな

いかなという思いもしているんです。

そういう意味でも目標指標の中で、障がい者雇用率の全国順位を２位から１位に引き上

げるということで、これは多分、山口県が１位になって、例のユニクロですよね。あれで

２位になっているということもあると思うんだけど、もっと仕組みづくりでの目標指標と

いうのが何かあると、ブレークスルーできるような、何かきっかけができるんじゃないか

なというような気がするんです。かといって、私にそういうアイデアがぽっとあるわけで

もないんですけれども、その辺ももし今ありましたら。これからですよということであれ

ば、またその議論でも結構なんですけれども、以上２点お願いします。

髙橋障害福祉課長 県立精神科のお話でございますが、ご案内のとおりと言いますか、大

分県では県立の――精神保健福祉法にいうところの県が設置すべき病院としての精神科を

持っておりませんで、その結果、措置入院の担当を２０の民間の指定病院が輪番制で対応

していただいているというのが実態としてございます。家族会の皆様方、あるいはそれに

かかわる関係者、２次救急病院の対応をしていただいている方々を含めまして、早期に県

の精神科をつくってほしいというような話が来ております。

今の状況でございますけれども、そういった話を受けまして、大分大学の医学部、民間

の精神科病院協会の皆様、それと、県の病院局も含めまして、４者で協議会を持って、具

体的な課題にどう対応していくかという話を進めているところでございます。１番の課題

といたしまして、担当する医師の確保というのが１番ネックでございます。将来、そうい

った精神科の専門のドクターを確保するのがなかなか先行きが見えにくい状況があります

ので、その辺を相談しながら議論を進めているところでございます。

もう１点、障がい者の就労の関係でございます。

なかなか妙案というのがないところではあるんですけれども、今、私どもで取り組んで

いるのは、福祉・医療の現場での障がい者の就労率がかなり高くなっております。法定雇

用率がもちろん適用になるレベルの話で、医療法人や社会福祉法人に就労している障がい

者の方が多いと、実績があるというところに着目しまして、そういう社会福祉法人、医療

法人で法定雇用率を達成していないところを今重点的にお願いして回っているところでご

ざいます。やはりほかの社会福祉法人でも雇用の実績があり、こういった分野であれば障

がい者に就労していただきやすいといった実績もありますので、そういったところもご紹

介しながら、法定雇用率に達していないところは達するまで、達しているところもさらに

またふやしていただけないかという個別のご相談を雇用のアドバイザーが中心に回ってい

ただいております。それに我々障害福祉課の職員も一緒に回ってお願いをしているという

ような状況ですので、当面、そういう雇用につながりやすいところを攻めているといった

状況でございます。

玉田委員 精神科の病院について、ここに書かれているように休日・夜間、いろいろ大変
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でしょうけれども、ぜひ前に進めてほしいというふうに思っています。また、僕らもしっ

かりと議論しながら、後押しできるところはやっていきたいと思うので。

あと、障がい者の就労支援については、率を上げるという目標があると、どうしても数

値のところになるけれども、一方では、大きく社会の仕組みを変えていくような大きな運

動という方向でもあるので、そういうところも含めて、これはみんなで一緒に変えていか

なくちゃしようがない問題だと思うんですけれども、目標数値が上がるように頑張ってほ

しいと思っています。

今、この時期になると、支援学校の先生方が夏休みの間に企業を回って、１週間でも体

験させてくれないかということで随分ご苦労されているところもありますので、そういう

ところも含めて、いろんな関係機関と連絡をとって進めてほしいというふうに思います。

お願いします。

古手川委員長 それでは、ほかにご質疑等もないので、次の報告に移ります。

②の報告をお願いします。

髙橋障害福祉課長 福祉保健生活環境委員会資料の５ページをごらんください。

障がい者への差別の解消に向けた条例制定の進捗状況について、説明申し上げます。

まず、１の国内の動きについてです。平成２６年１月に、国において障害者権利条約が

批准されましたが、これに向け国内法が整備され、２８年４月には障害者差別解消法が施

行されます。同法では、障がいを理由とした①不当な差別的取扱いと、②合理的配慮の不

提供が禁止されますけれども、本年夏ごろに国から対応要領、対応指針として、この基本

的な考え方や具体例が示される予定になっております。

次に、２のこれまでの経緯と今後の予定についてです。２５年１２月の第４回定例会で

だれもが安心して暮らせる大分県条例の制定に関する請願が提出され、２６年３月の第１

回定例会で採択されました。採択に際して委員長から、条例案は執行部において作成する

こと、関係団体等との十分な協議と広く公平な意見聴取を行うよう報告があったことから、

障がい者団体等に対するアンケートの実施や県政モニターからの意見聴取を実施するとと

もに、１２月以降、経済団体の代表者等を含む条例検討協議会を計３回開催するなど幅広

い意見をお伺いをしてきたところです。

次に、資料６ページをごらんください。

左側が条例検討協議会のメンバー、右側は各関係者等からの意見でございます。右側の

条例検討協議会での意見ですが、障がい者関係の委員から、①当事者や家族、障がいのあ

る子供の母親がすごくつらい思いをしている生の声を記載してほしい、②これまで女性で

ある前に障がい者として扱われていた。性、恋愛、結婚、出産、子育てについて記載して

ほしい。また、経済界からは、①差別の詳細は法律に委ね、条例では理念を唱えればよい、

などの意見をいただきました。そのほか、アンケート調査においては、①親亡き後に当事

者が自立できる環境が大事、②差別解消法では民間の合理的配慮は努力義務になっている

ので、県が条例で啓発をすべきなどの意見をいただいたほか、県政モニターからは、①約

９割の方が「障がいを理由とする差別がある」と回答されたほか、条例制定についても約

９割の方が賛同するとのご意見でした。

次に、資料７ページをごらんください。

５の条例素案の概要についてです。これは、これまでの協議会等の意見を聞きながら検
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討してきたもので、冒頭の前文には、障がい者差別の現状や、県民の障がい者差別解消に

向けた決意を、第１章総則には、本条例の目的、定義、基本理念を、第２章障がいを理由

とした差別の禁止には、不当な差別的取り扱いと合理的配慮の不提供の禁止を、また、第

３章差別解消を図るための施策（相談体制）では、本条例の実効性を担保するための相談

体制などについて記載することとしています。資料右側は、全国の条例制定状況で九州で

は既に、熊本県、長崎県、沖縄県、鹿児島県の４県が制定済みでございます。

恐れ入りますが、資料５ページにお戻りください。

最後に、右下の今後の予定でございますが、引き続き条例検討協議会の開催を行います。

また、パブリックコメントを実施いたしまして、本年第４回定例会の上程に向け準備を進

めてまいります。

説明は以上でございます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑があればお願いします。

河野副委員長 今の説明の障害者差別解消法に言うところの不当な差別の取り扱い、ある

いは合理的配慮の不提供の禁止が法律で定められていると。それに対して、今回条例の中

に出てくる第２章の差別の禁止の部分というのは、不利益取り扱いを禁止するようになっ

ている。この辺の法と条例とのすみ分けといいますか、カバーしようとする部分がどうい

うふうになっているのか。

それと、請願の内容についていうと、簡易、迅速な、行政による救済機関の問題という

のがあったかと思うんですが、この辺がやはりネックになって、鳥取県の例とか１番最初

にありましたけれども、そういった部分とかを目指す方々の声ということは、ここではど

ういう扱いになったのかというのをちょっと教えていただきたいんですが。

髙橋障害福祉課長 まず１点目、法律と条例のすみ分けのお話でございます。

不当な差別的取り扱いにつきましては、条例の中にも記載をして、明確に禁止事項とい

うことで掲載をしていく予定にしてございます。

それと、合理的配慮の不提供の部分についてでございますが、こちらにつきましては、

先ほどご説明いたしましたように、各省庁から対応の要領であり指針でありということで、

今後示されることになっておりますので、基本的にはそれが具体的なケースとして示され

ることになりますので、その取り扱いに準じた形で考えております。

それと、もう１点の救済機関の話でございます。

法律上は特にそういった機関の設置は義務づけられておりませんので、条例の中で、そ

ういった申し立てに対する相談機関、あるいは紛争の解決に向けての支援をする組織とい

うものを予定しております。

以上でございます。

河野副委員長 これまで制定を求められる方との議論の中で、法務省の人権擁護委員であ

るとか、あるいは裁判手続であるとか、そういった部分について、実効性の問題であると

か、簡易とか迅速性の問題であるとか、こういったことから行政機関による簡易、迅速な

形での救済機関の設置の必要性があるという指摘があって、それが実はいろんな差別の解

消に向けた条例制定の上では非常にネックになっていた部分があるんですが、その辺は、

この制定要求者との意見調整というのは今どういう状況なんでしょうか。
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髙橋障害福祉課長 済みません、ちょっと今の委員の質問を私が理解しにくかったんです

けれども、要するに簡易、迅速処理のための機関が必要だというご意見はもちろん伺って

いますので、それに応じて今その準備はしております。

河野副委員長 済みません、ちょっと舌足らずだったかもしれません。要は条例制定を求

めてきた人たちの根幹の部分というのは、単にかけ声だけで禁止されても実効性はないん

じゃないのという意味で、そういった迅速な救済機関があって初めて意味があるという言

い方が強いもんですから、そういう部分について、制定要求者の方たちとこの条例案を検

討する間の意見の調整とか、そういう手順というのは今どうなっているでしょうかという

質問なんですが。

髙橋障害福祉課長 厳密な意味で簡易性、あるいは迅速性について詰めた議論をしている

わけではございませんけれども、基本的な方向性としては、そういった趣旨で組織を設置

するようにはしております。ただ、法も予定しているように、あくまでも紛争解決が目的

ではないというのが前提になっておりますので、そういった意味では、何かあったときに

すぐ白黒つけるというような体制づくりは想定しておりません。

古手川委員長 それでは、ほかにご質疑等もないので、次の報告に移ります。

③の報告をお願いします。

飯田福祉保健企画課長 資料の９ページをお開き願います。

公の施設に係る指定管理者の選定について、ご報告いたします。

１の指定管理者制度についてですが、本制度は、公の施設の運営に当たり、多様化する

住民ニーズに効果的・効率的に対応し、住民サービスの向上や経費の節減を図ることを目

的に、民間事業者を含めた団体の中から最も適した団体に管理運営を委ねる制度で、平成

１８年度に導入されたものであります。

２の指定管理者の選定を要する施設の概要と選定方法について、このたび、福祉保健部

が所管する４施設で指定管理期間が今年度末をもって終了するため、指定管理者の選定を

行うものです。

資料の表に４施設の概要と指定期間、選定方法を掲載しております。

指定期間は、平成２８年４月１日からの５年間で、選定方法は公募を原則としておりま

すが、３の任意指定施設の指定管理候補者等にありますとおり、②の母子・父子福祉セン

ターを一般財団法人大分県母子寡婦福祉連合会に、③の聴覚障害者センターを社会福祉法

人大分県聴覚障害者協会に、前回と同様、任意指定したいと考えています。

この任意指定につきましては、条例に規定がございまして、それを受けた指定管理者制

度運用ガイドラインで、「利用者が施設の設置目的と密接にかかわる個人・団体に特定さ

れており、その利用者で構成される団体が適切に管理運営を行う能力を有している場合」

は任意指定ができるという例示がされております。

母子・父子福祉センターで見ますと、利用者は母子・父子家庭及び寡婦等ということで

ほぼ特定されており、これら利用者で構成される団体である大分県母子寡婦福祉連合会が

継続して管理運営してきた実績があることから、同団体を任意指定したいということでご

ざいます。

同様の理由で、聴覚障害者センターも利用者が聴覚障がい者及びその家族等にほぼ特定

されておりますので、利用者で構成される大分県聴覚障害者協会を任意指定したいと考え
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ております。

４の目標指標ですが、これは施設の設置目的が達成されているかどうかをはかるための

目標指標を設定し、募集要項に明示するものです。

今回新たに、社会福祉介護研修センターにつきましては利用者数、聴覚障害者センター

と身体障害者福祉センターにつきましては、施設利用者満足度を目標設定に加えまして、

量と質の両面からサービスの向上に向け、施設運営の進行管理を行うこととしております。

また、目標指標のうち、利用者数、相談件数については、原則として、各施設の平成２

３年度からの過去４年間の実績の平均値をもとに、２８年度以降５年間の目標値を設定し

ておりますが、社会福祉介護研修センターの利用者数については、今後の高齢化社会の進

展等によるニーズの増加を見据え、現指定期間で利用者が最も多かった平成２６年度の実

績値を参考に目標値４万９千人としております。

次に、１０ページをごらんください。

最後に、今後のスケジュールについてですが、上段の公募の２施設は、８月上旬に選定

委員会を開催し、選定方針や審査基準を策定の上、約２カ月を期間として、公募を開始し、

１０月の選定委員会での審査結果を踏まえて、１１月までには候補者を決定したいと考え

ております。選定委員会については、選考過程の公平性を確保するために、これはガイド

ラインで示されているんですが、５名以上の委員で構成し、委員全体の半数以上は学識経

験者とする予定でございます。

また、中段の任意指定の２つの施設については、今後、パブリックコメントの実施や有

識者への意見聴取を行い、その後、１１月までに候補者を決定したいと考えております。

下段のとおり、指定管理が複数年にわたる契約になりますことから、第３回定例会では、

債務負担行為予算議案を、第４回定例会におきましては、指定管理者指定議案をそれぞれ

提案したいと考えておりますので、本委員会でのご審議をよろしくお願いしたいと思いま

す。

説明は以上でございます。

古手川委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑がありましたらお願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

古手川委員長 特にご質疑等もないので、次の報告に移ります。

④の報告をお願いします。

高窪医療政策課長 資料の１１ページをお開きください。

地域医療構想の策定について、ご説明申し上げます。

まず、１番上の枠内ですが、昨年６月に成立、公布されました医療介護総合確保推進法

に伴い医療法が改正され、都道府県は、今年度から地域医療構想を策定することとされた

ところです。

地域医療構想とは、２０２５年に向けて高齢化の進展により増大する医療・介護サービ

スの需要を見据え、都道府県が目指すべき医療提供体制――病床機能ごとの２０２５年の

医療需要と病床の必要量について定めるものとされています。具体的には、団塊の世代が

全て後期高齢者、７５歳以上となる２０２５年に目指すべき医療提供体制のあり方、ビジ

ョンをつくろうというものです。
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また、地域医療構想は、医療計画の一部として位置づけられ、原則として、二次医療圏

単位で策定するとされています。

その下に、ア、イ、ウとして、厚生労働省、医療機関、都道府県のそれぞれの役割、取

り組みについてまとめています。

まず、アの厚生労働省ですが、構想策定に当たってのガイドラインについては、既に本

年３月３１日付で公表、発出されています。

また、将来推計を支援するためのツールや、推計に用いますデータについては、今月半

ばに都道府県に提供されているところでございます。

イの医療機関ですが、各医療機関は都道府県に対して、その有する病床の担っている機

能、病床機能の報告を行うこととなっています。

病床機能は、具体的には、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４つに分類され、各

医療機関は、その現状と将来の方向性について、毎年度、報告を行うことになっています。

ウの都道府県の役割ですが、県は、国が策定したガイドラインや、医療機関からの病床

機能報告の結果などを踏まえ、将来の目指すべき医療提供体制等を描く地域医療構想を策

定するということになります。

続きまして、資料の１２ページ、地域医療構想の策定体制についてでございます。

上の枠の中に記載していますが、まず、地域医療構想は医療法上、医療計画の一部とな

ることから、医療計画策定協議会において、全体的な構想案の策定や圏域間の調整などを

行います。

また、構想そのものは、各圏域ごとに策定を行いますので、６つの二次医療圏にそれぞ

れ設置します地域医療構想調整会議において意見聴取、協議を行いながら、策定していく

ことになります。

なお、構想策定後は、実際に２０２５年に向けて、この調整会議等を中心にして、医療

機関間の協議や調整などを行い、構想の実現を図っていくことになります。

資料下のほうの、策定プロセスでございますが、県では、７月半ばに国から示された将

来の医療需要等の推計支援ツールやデータなどを用いて、圏域ごとの必要病床数等の試算

を行い、今後開催します医療計画策定協議会や、各圏域の調整会議に提示した上で、具体

的な協議等に入っていただく予定としております。

今後、１回目の医療計画策定協議会を８月７日に開催いたしまして、８月下旬から９月

上旬にかけて、各圏域の調整会議を順次開催していく予定としています。

以降、必要に応じまして、調整会議等での議論を重ね、遅くとも、２８年度中には、構

想を策定したいと考えています。

最後に１３ページをお願いいたします。参考までに、２０２５年の医療機能別必要病床

数の推計結果の資料をつけております。

これは、６月半ばに、マスコミ等でも、大分県の病床２２％削減といった形で報道され

たもので、内閣官房の専門調査会により、参考値として６月１５日に公表されたものでご

ざいます。

これは、厚生労働省の地域医療構想ガイドラインにおいて示された計算方式により、２

０２５年の必要病床数について都道府県別に試算されたものであり、この資料はそのうち

の大分県分をまとめたものです。左側に現状、２０１３年の状況を、そして矢印の先、右
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側に、２０２５年の推計結果を示しております。

この推計によりますと、現状１万８，９００床の病床に対して、２０２５年の必要病床

数は１万４，４００から１４，６００床が見込まれるということで、最も緩やかな試算で

その差の４，３００床ほどが将来的には過剰になることが見込まれております。

内訳を見ますと、急性期病床について現状１万１００床あるのが、将来必要な病床数は

その半分ほどの４，９００床程度と見込まれ、その一方で、回復期病床は現在の２，１０

０床に対し、将来は５，４００床程度が必要とされており、将来的には急性期から回復期

への転換等が求められるという形になっております。

今後、県では、国から示された推計支援ツールにより、県全体、それから圏域ごとの将

来の必要病床数を試算し、こうしたデータをもとに、圏域別の調整会議等でご議論いただ

くことになります。

なお、実際の患者の受療動向につきましては、例えば、圏域や県境を越えての受診もあ

りますので、場合によっては、隣接する都道府県間の調整も必要になることも考えられま

す。

いずれにしましても、現状では、これから構想の策定に着手するという段階でございま

す。今後、その進捗の状況等につきましては、適宜報告させていただきたいと思います。

説明は以上でございます。

古手川委員長 説明は終わりました。

これより質疑に入ります。質疑がございましたらお願いいたします。

河野副委員長 これは今、最後の説明にありました病床数の推計という形なんですけれど

も、要は急性期の病床が半減するような需要見込みだというお話だったんです。急性期の

病床というものが回復期のほうに大きく振り分けられるということになりますけれども、

リハビリその他の方向に大きく振り分けられるのかなと思うわけでありますが、これは勘

ぐってみると、医療費の抑制とか、そういった部分とも絡んでくるお話なんですけれども、

大分県自体は今後、さらに高齢化が進むという見通しの中で、この推計について県として

の評価、あるいは医師会としての評価とか、そういった声を聞かれているようであれば教

えていただきたいんですが。

高窪医療政策課長 今後、高齢化が進み、人口減少していくという中で、実際の地域の中

でまさに、現状では、急性期が過剰にあるという状況から考えるとありますので、特にこ

れについて正式な評価という形ではないんですけれども、こういう形になるだろうなとい

うのは共通認識でございます。

河野副委員長 前々から話がよく出ているんですね。療養型病床の転換という話がなかな

か前に進まないという現実の中で、具体の病床数のあり方というのがなかなか定まらない

という感覚を持っているんですが、こういった推計を国が出してきているということは、

こういう方向が望ましい、あるいはこういった方向で収れんさせていきたいという意思表

示という捉え方でいいんですか。発出文書を見ると、何か非常に曖昧な書き方をされてい

るんですけれども、医療政策として見たときに、今後、そういった医療費の抑制策等も絡

めて、基本的にそういった病床の構成について、こういったことを国としては目指すみた

いな雰囲気の捉え方でいいんですかね。発出文書を見ても、稼働している病床を削減させ

るような権限は存在しないみたいなことを書いておきながら、何なんだろうなと思うんで
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すけど、その辺はどうなんですか。どう捉えたらいいんでしょうか。

高窪医療政策課長 これは実は６月１５日に先ほど申し上げました内閣府がこういう数字

を公表しまして、その後、新聞上に大分県は２２％削減とかいうのが出たので、ちょっと

そこまで性急な話ではないということで厚労省から発出文書が出て、２０２５年の話であ

るし、お互いの調整の中で持っていく形なので、削減をするとかいう話じゃないんですよ

ということで、ちょっと和らげるような形で発出されたものなんです。国の基本的な考え

方としましては、やはり２０２５年、もちろん医療費とかいう部分もございますけれども、

今のそのときに合った医療提供体制、地域で回復期を必要とする方に必要な医療を提供で

きる体制をつくっていく。そのためには、こういう形であるということで国から示されて

おりまして、これが１つの方向性であることは間違いないと思っております。

古手川委員長 ほかにご質疑等もないようでございますので、これで諸般の報告を終わり

ます。

この際、その他で委員の皆さん、何かございましたら。

平岩委員 午前中の生活環境部でお聞きしたら、管轄は福祉保健部と言われたもんですか

ら、今すぐ答えていただかなくてもいいんですけど、ＤＶ被害者の自立生活援助モデル事

業というのが、ことしの春、来ていると思うんです。主体は各市町村、中核市なんですけ

れども、支援していくのがＤＶ被害を受けた本人と家族も対象になっていて、年間１０組

ぐらいの支援をしていくというような文書を私もインターネットで見たんです。これがど

ういう予算で、県はどういう支援をやってくれるようになるのかなというところがとても

気になっていたもんですから、またいつか、今じゃなくても結構ですので、ちょっと教え

ていただけますか。

飯田こども子育て支援課長 ＤＶ被害者のモデル事業は昨年度創設をされた事業というこ

とで、先ほど委員からお話ございましたとおり、実施主体が都道府県、中核市、政令市と

いうことになりますので、それとあと、婦人相談所の中の一時保護所を退所してＤＶシェ

ルターに移って、そこで自立支援とか定着支援をどう支えていくかというモデル事業と聞

いておりますけれども、今現在、県であれば町村部を所管する形になるんですけれども、

今、県の予算ではこれは措置をしておりませんし、あと、ほかの市がどういう取り組みを

しているかというのはちょっと把握しておりませんので、そこはまた調べ、またご相談さ

せていただきたいと思います。

平岩委員 じゃ、これは国がこれだけ予算をつけますからそれぞれやってくださいじゃな

くて、こういうのをやってください、でもお金はそれぞれの自治体で出しなさいという制

度なんですか。

飯田こども子育て支援課長 国が２７年度の予算では、このモデル事業は児童虐待とＤＶ

対策の総合支援事業の全体４７億円ほどの予算の中の一部ですね。その内訳といいますか、

全体が４７億円の中でこのモデル事業が位置づけられているようですけれども、全国的に

どう取り組んでいるかといったところも含めて、今、手元にございませんので、そこは勉

強させていただきたいと思います。

平岩委員 じゃ、また詳しく教えてください。

古手川委員長 それでは、後ほど個別に対応していただければと思います。よろしくお願

いいたします。
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それでは、ほかはよろしいでしょうか。

〔「なし」と言う者あり〕

古手川委員長 ほかにないようですので、これをもちまして福祉保健部関係の審査を終わ

ります。

執行部の皆さん、お疲れさまでした。

〔福祉保健部、委員外議員退室〕

古手川委員長 それでは、閉会中の所管事務調査の件について、お諮りいたします。

お手元に配付のとおり、各事項について、閉会中、継続調査をいたしたいと思いますが、

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

古手川委員長 ご異議がありませんので、所定の手続をとることにいたします。

次に、新長期総合計画に係る常任委員会の開催についてです。

本日、執行部から新長計の内容について説明いただきましたが、正式な議案として提出

される前に、もう１度調査を行いたいと思います。

調査日程は、既にお知らせしておりますとおり、９月４日の金曜日、午後１時３０分か

ら行いたいと思いますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。

次に、今後の常任委員会活動についてですが、議会改革・活性化に向けて、先日、正副

議長、議運の委員長及び各常任委員長が集まり、検討が行われました。

その中で、常任委員会の活性化について、特定のテーマを設定して、参考人制度を積極

的に活用することや、関係機関への要望活動、あるいは、地域に出かけて広く意見を聞く

ことなど、積極的な活動が重要であるとの合意がなされました。

ついては、本委員会として、今後の活動をどのように進めていくか、委員の皆様のご意

見をいただきたいと思いますが、特別ご意見がございますでしょうか。

急なお話ですので、すぐにというのは難しいかもしれません。また考えていただきまし

て、４日にご意見を承りたいと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「はい」と言う者あり〕

古手川委員長 それでは、４日にその件については検討させていただきます。

最後に、県外所管事務調査について、お手元に配付しております日程表のとおり、８月

３１日の月曜日から３日間の日程で行いたいと思います。

概要を事務局から説明してください。

〔事務局説明〕

古手川委員長 ただいまの説明の中で、ご質疑等はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

古手川委員長 それではこの案で決定いたします。小さな変更については私のほうで判断

させていただきますので、ご一任願います。

最後に、ほかに何かありましたら。

〔「なし」と言う者あり〕

古手川委員長 別にないようですので、これで委員会を終わります。
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お疲れさまでした。ありがとうございました。


